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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次 第114期 第115期 第116期 第117期 第118期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

 売上高 (百万円) 40,477 39,576 40,845 37,349 42,416

 経常利益 (百万円) 7,646 5,591 5,496 5,257 6,371

 当期純利益 (百万円) 4,179 3,028 2,967 3,476 3,642

 持分法を適用した
 場合の投資利益

(百万円) ― ― ― ― ―

 資本金 (百万円) 5,190 5,190 5,190 5,190 5,190

 発行済株式総数 (株) 28,800,00028,800,00028,800,00028,800,00028,800,000

 純資産額 (百万円) 65,240 67,590 69,759 72,034 74,641

 総資産額 (百万円) 76,781 77,542 80,439 81,433 85,637

 １株当たり純資産額 (円) 2,303.912,387.902,464.582,545.102,637.30

 １株当たり配当額
 (内１株当たり
 中間配当額)

(円)
26.00

(13.00)

26.00

(13.00)

30.00

(13.00)

36.00

(15.00)

40.00

(18.00)

 １株当たり当期純利益 (円) 146.76 106.99 104.83 122.84 128.69

 潜在株式調整後
 １株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

 自己資本比率 (％) 85.0 87.2 86.7 88.5 87.2

 自己資本利益率 (％) 6.6 4.6 4.3 4.9 5.0

 株価収益率 (倍) 16.7 18.6 13.4 11.1 14.3

 配当性向 (％) 17.7 24.3 28.6 29.3 31.1

 営業活動による
 キャッシュ・フロー

(百万円) 3,425 3,414 3,332 3,260 4,998

 投資活動による
 キャッシュ・フロー

(百万円) 104 △3,437 821 228 △10,396

 財務活動による
 キャッシュ・フロー

(百万円) △796 △737 △737 △990 △1,182

 現金及び現金同等物
 の期末残高

(百万円) 36,833 36,073 39,489 41,987 35,406

 従業員数 (名) 833 854 852 878 890

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。
２　持分法を適用した場合の投資利益は、関連会社がないため記載しておりません。
３　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。
４　従業員数は、就業人員数を記載しております。
５　当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、「最近５連結会計年度に係る主要な経営指標の推移」につい
ては、記載しておりません。

６　純資産額の算定にあたり、第115期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号）を適用しております。

７　第118期の１株当たり配当額40円のうち、期末配当22円については、平成22年６月22日開催予定の定時株主総会

の決議事項になっております。
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２ 【沿革】

　

明治５年 鳥居徳兵衛が横浜市境町において、洋薬輸入商「植野屋」を創立

明治44年 東京都中央区日本橋本町に出張所(現在の本社)を開設

大正10年11月組織変更を行い、株式会社鳥居商店を設立

昭和24年５月 鳥居製薬株式会社を合併し、鳥居薬品株式会社に商号変更

昭和30年１月 東京都中央区に東京営業所を開設

昭和38年４月 自社開発アレルギー診断治療薬「アレルゲンエキス」を発売

昭和38年６月 当社株式を店頭銘柄として東京証券業協会に登録

昭和52年10月千葉県佐倉市にGMP(医薬品の製造管理および品質管理に関する基準)に基づく佐倉

工場竣工

昭和54年４月 尿酸排泄薬（痛風治療剤）「ユリノーム錠」を発売

昭和58年10月米国メルク社に対して第三者割当増資を行い、同社は当社発行済株式総数の50.5%

を取得し当社の親会社となる

昭和61年10月自社開発蛋白分解酵素阻害剤「注射用フサン」を発売

昭和63年５月 米国メルク社が、当社株式の発行済株式総数の50.5％をアサヒビール株式会社へ譲

渡し、アサヒビール株式会社が当社の親会社となる

平成２年４月 新本社ビル竣工

平成２年５月 新本社ビルの一部について賃貸業務開始

佐倉工場第三工場棟竣工

平成４年10月 佐倉工場第四工場棟竣工

平成５年10月 東京証券取引所市場第二部に上場

平成５年11月 外用副腎皮質ホルモン剤「アンテベート軟膏・クリーム」を発売

平成７年９月 東京証券取引所市場第一部に指定替え

平成10年12月日本たばこ産業株式会社が、アサヒビール株式会社等から当社株式の発行済株式総

数の53.5％を取得し当社の親会社となる

平成11年10月日本たばこ産業株式会社との業務提携により、医療用医薬品事業における新薬の研

究開発機能を日本たばこ産業株式会社へ集中化し、プロモーション機能を当社へ統

合

平成13年２月 佐倉工場第五工場棟竣工

平成17年４月 抗HIV薬「ツルバダ配合錠」を発売

平成18年４月 佐倉工場にJTグループの医薬品製造拠点を統合

平成21年３月 経口そう痒症改善剤「レミッチカプセル」を発売
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３ 【事業の内容】

当社の企業集団は、当社、親会社および子会社１社で構成され、主な事業内容と当該事業に係る位置付け

は次のとおりであります。

　

　

１　当社の主たる事業は医薬品の製造販売であります。また、当社はJTの医療用医薬品について仕入販売を行って
おります。

　　なお、当社の主要取扱品目は、次のとおりであります。

薬効種別 品目

中枢神経系用薬 レミッチカプセル

末梢神経系用薬 ウブレチド錠※

消化器官用薬 セロトーン、ビオスリー

泌尿生殖器官及び肛門用薬 マグセント注

外皮用薬 アンテベート※、ドボネックス軟膏、ゼフナート、ロコイド※

その他の代謝性医薬品 注射用フサン※、ユリノーム錠※

化学療法剤 ツルバダ配合錠

（注） 自社品には、品目に※を付しております。

２　親会社であるJTは国内グループ会社を対象としたキャッシュ・マネージメント・システムを統括しており、
当社は資金の預託を行っております。

３　非連結子会社である鳥居産業㈱は当社本社ビル（トリイ日本橋ビル）の管理業務を主たる業務とし、その他
損害保険代理店業等を営んでおります。なお、鳥居産業㈱の本社事務所は当社本社ビルの一部を賃借してお
ります。
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金
又は出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有・被所有割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割合
(％)

(親会社) 　 　 　 　 　 　

日本たばこ産業㈱ 東京都港区 100,000

たばこ事業

医薬事業

食品事業

― 54.5

・医療用医薬品について仕入

販売を行っております。

・資金の預託を行っておりま

す。 

・役員の兼任

当該親会社従業員２名が、

当社の役員を兼任しており

ます。

(注)　日本たばこ産業㈱は、有価証券報告書を提出しております。

　

５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成22年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

890 39.5 14.2 7,375

(注) １　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数を記載しております。

２　平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。

　

(2) 労働組合の状況

当社の労働組合は、鳥居薬品労働組合と称し、上部団体として日本化学エネルギー産業労働組合連合会

に加盟しております。

平成22年３月31日現在の組合員数は、542名（他社への出向者である組合員36名を除く。）であり、労使

は円満な関係を継続しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当事業年度の医薬品業界を取り巻く事業環境は、後発医薬品の使用促進策が推進される等、医療費適正

化に向けた医療制度改革の進展により、更に厳しいものとなりました。

このような状況の下、当社におきましては、平成21年３月に販売を開始しました「レミッチカプセル

（血液透析患者における経口そう痒症改善剤）」の円滑な市場浸透に注力するとともに、平成21年４月

より販売が当社に一本化された「セロトーン（制吐剤）」の維持・拡大に努めました。

また、領域別製品戦略に基づくプロモーションを徹底し、当社製品の競合品との差別化等を図ることに

より、主力品である「注射用フサン（蛋白分解酵素阻害剤）」「ツルバダ配合錠（抗HIV薬）」「アンテ

ベート（外用副腎皮質ホルモン剤）」「ユリノーム錠（尿酸排泄薬（痛風治療剤））」をはじめとする

既存製品のシェアの維持・拡大に努める等、営業力の充実・強化を図ってまいりました。

研究開発につきましては、当社は、親会社であるJTとの研究開発に係る機能分担において、主として既

存製品の剤型改良や効能追加等の機能を担うとともに、当社が得意とする領域の開発に参画・実施して

おります。

現時点における開発状況につきましては、当社およびJTと東レ株式会社は、「レミッチカプセル」につ

いて肝疾患に伴うそう痒症を新たな適応症とする共同開発を国内で進めており、現在、第Ⅱ相臨床試験を

終了した段階にあります。また、当社とJTが、米国ケリックス・バイオファーマシューティカルズ社から

導入し、国内で共同開発を進めております高リン血症治療薬「JTT-751（JT開発番号）」につきましても

第Ⅱ相臨床試験を終了しており、いずれも第Ⅲ相臨床試験への移行を想定しております。

さらに、平成22年３月、スギ花粉症の治療薬に関しまして、スギ花粉エキスの舌下投与による減感作治

療薬の開発準備を開始するとともに、独立行政法人理化学研究所と次世代の減感作治療薬（スギ花粉症

ワクチン）の共同研究に着手いたしました。

以上の結果、当事業年度の経営成績につきましては、売上高は42,416百万円（前期比13.6％増）、営業

利益は6,125百万円（前期比25.0％増）、経常利益は6,371百万円（前期比21.2％増）、当期純利益は

3,642百万円（前期比4.8％増）となりました。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当事業年度末における現金及び現金同等物の残高は、35,406百万円と前事業年度末に比べ6,580百万円

（15.7％）減少しました。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、税引前当期純利益が6,340百万円、減価償却費が1,409百万円と

なりましたが、売上債権の増加額が1,949百万円、法人税等の支払額が1,459百万円となったこと等により

4,998百万円の収入となりました。（前事業年度は3,260百万円の収入）

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の払戻による収入が7,500百万円、有価証券の償還に

よる収入が1,693百万円となりましたが、定期預金の預入による支出が13,500百万円、有価証券の取得に

よる支出が3,992百万円となったこと等により10,396百万円の支出となりました。（前事業年度は228百

万円の収入）

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、主として配当金の支払額が1,103百万円となったことにより

1,182百万円の支出となりました。（前事業年度は990百万円の支出）
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

生産実績は次のとおりであります。

区分 金額(百万円) 前期比(％)

医薬品事業 22,374 75.2

合計 22,374 75.2

(注) 　金額は正味販売価格換算によっており、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 商品の仕入実績

商品の仕入実績は次のとおりであります。

区分 金額(百万円) 前期比(％)

医薬品事業 9,883 112.1

合計 9,883 112.1

(注)　金額は実際仕入価格によっており、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 受注状況

該当事項はありません。

　

(4) 販売実績

販売実績は次のとおりであります。

区分 金額(百万円) 前期比(％)

 医薬品事業 42,133 113.7

その他 282 93.0

合計 42,416 113.6

　
(注) １　金額には消費税等は含まれておりません。

２　主な相手先別販売実績および総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

　

相手先

第117期
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

第118期
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

㈱メディセオ 8,418 22.5 9,944 23.4

アルフレッサ㈱ 7,425 19.9 8,721 20.6

㈱スズケン 6,977 18.7 7,995 18.9

東邦薬品㈱ 4,101 11.0 4,916 11.6

(注)　㈱メディセオは、平成21年10月１日付で㈱メディセオ・パルタックホールディングスより事業会社機能

を承継しております。
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３ 【対処すべき課題】

経営を取り巻く環境は、医療費の抑制を睨んだ医療制度改革の推進、外資系を含めた製薬企業間競争の激

化等により、今後ますます厳しくなるものと予想されますが、当社におきましては既存製品のシェアの維持

・拡大と新規販売品・開発品の獲得および研究開発の推進により業績向上を目指すとともに、更なる営業

力、品質保証体制と市販後安全対策の強化、コスト競争力の確保に向けた諸施策を実行する他、マネジメン

ト力・人的競争力の強化を図ってまいります。

　

（既存製品のシェアの維持・拡大と新規販売品・開発品の獲得）

既存製品のシェアの維持・拡大としましては、「ツルバダ配合錠」を中心とするHIV領域および「レミッ

チカプセル」を中心とする腎・透析領域を事業成長の牽引役として育成していくとともに、領域別製品別

プロモーションの徹底、製品のライフサイクルマネジメントの強化を図ってまいります。

また、新規販売品・開発品の獲得を目的として、部門横断的なプロジェクトの下、これまで蓄積した経営

資源を有効活用し、当社の得意とする領域を主なターゲットとして、JTと連携のうえ導入活動を進めてまい

ります。

　

（研究開発の推進）

現在共同開発中の「レミッチカプセル」の肝疾患に伴うそう痒症改善剤としての適応拡大、高リン血症

治療薬「JTT－751（JT開発番号）」のほか、現在準備中のスギ花粉エキスの舌下投与による減感作治療薬

の開発や、次世代の減感作治療薬（スギ花粉症ワクチン）の共同研究を推進してまいります。

また、既存製品の剤型改良や効能追加等の検討も引き続き行ってまいります。

　

（品質保証体制と市販後安全対策の強化）

従来より、品質保証体制、市販後安全対策の強化を図ってきておりますが、社内外の製造所に対する調査

・指導等を効果的に推進し、更なる高品質な医薬品の提供を目指すとともに、適正使用情報の収集、評価・

分析体制を強化し、医療関係者の方々への適正使用情報の伝達を充実させてまいります。

　

（コスト競争力の確保）

原材料コストの低減、生産性の向上、物流業務の効率化等を更に推し進め、原価の低減を図ってまいりま

す。また、必要な設備投資、高度な生産技術蓄積、環境対策等に取り組むとともに、製造委託を含めた最適生

産体制の構築を目指し、トータルでのコスト競争力の確保に努めてまいります。
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４ 【事業等のリスク】

当社の業績は、今後起こりうる様々な要因により影響を受ける可能性があります。当社の業績に影響を及

ぼす可能性のある主なリスクとしては、以下のようなものが考えられます。

なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成22年６月11日）現在において、当

社が判断したものであります。

　

(1) 薬事法その他の法令または規制の変化

医薬品は生命関連製品であることから、その開発・製造・販売等の様々な面に薬事法等に基づく規制

が実施されており、これらの規制の変化等が当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(2) 薬価の改定

日本の医療用医薬品は、国が定める薬価基準によって薬価が決められています。薬価は概ね２年に一度

改定されますが、薬価が引き下げられることにより、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(3) 副作用の発現

医薬品には副作用発現の可能性があります。重篤な副作用が発現した場合には、当社の業績に影響を及

ぼす可能性があります。

　

(4) 研究開発に関するリスク

当社は、親会社であるJTとの研究開発に係る機能分担において、主として既存製品の剤型改良や効能追

加等の機能を担うとともに、当社が得意とする領域の開発に参画・実施しております。新薬の研究開発に

は、長期に亘りかつ多額な費用の投入を必要としますが、進捗の状況によっては、途中で断念しなければ

ならない事態も予想されます。このような事態に陥った場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。

　

(5) 製造の遅延または休止

当社の販売する主要な製品は、当社の唯一の製造工場である佐倉工場で生産しております。当該工場

が、技術上もしくは規制上の問題、または火災、地震その他の災害等により、閉鎖または操業停止となった

場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(6) 訴訟等のリスク

当社は、事業活動を継続して行っていく過程において、製造物責任（PL）等に関わる訴訟を提起される

可能性があります。これにより、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

　

(1) 販売契約(導入)

契約品目 相手方の名称 国名 契約期間 対価

コリンエステラーゼ阻害薬
ジスチグミン臭化物

ニコメッド・オーストリ
ア社

オース
トリア

1965年４月～1970年３月
以後１年毎更新

なし

外用副腎皮質ホルモン剤
ヒドロコルチゾン酪酸エス
テル

アステラスファーマイン
ターナショナルB.V.

オラン
ダ

1973年９月～1985年12月
以後１年毎更新

なし

高カリウム血症改善剤
ポリスチレンスルホン酸ナ
トリウム

サノフィ・アベンティス
株式会社

日本
1987年２月～1988年１月
以後１年毎更新

なし

外用副腎皮質ホルモン剤
ベタメタゾン酪酸エステル
プロピオン酸エステル

株式会社エーピーアイ　
コーポレーション

日本
1993年９月～2002年４月
以後１年毎更新

なし

制吐剤
アザセトロン塩酸塩

日本たばこ産業株式会社 日本
2000年７月～2007年７月
以後１年毎更新

なし

抗ウイルス化学療法剤
テノホビルジソプロキシル
フマル酸塩錠

日本たばこ産業株式会社 日本
2004年２月～2014年２月
以後１年毎更新

契約金

抗ウイルス化学療法剤
エムトリシタビンカプセル

日本たばこ産業株式会社 日本
2005年３月～2015年３月
以後１年毎更新

契約金

抗ウイルス化学療法剤
エムトリシタビン・テノホ
ビルジソプロキシルフマル
酸塩配合剤

日本たばこ産業株式会社 日本
2005年３月～2015年３月
以後１年毎更新

契約金

尋常性乾癬治療剤
カルシポトリオール軟膏

帝國製薬株式会社 日本
2006年３月～2015年６月
以後１年毎更新

契約金

経口そう痒症改善剤
ナルフラフィン塩酸塩製剤

東レ株式会社 
（日本たばこ産業株式会
社との３社契約）

日本
2005年３月～特許期間
満了日
以後別途協議

契約金他

　

(2) 販売契約(導出)

契約品目 相手方の名称 国名 契約期間 対価

外用副腎皮質ホルモン剤
ヒドロコルチゾン酪酸エス
テル

クラシエ製薬株式会社 日本
1990年４月～1996年４月
以後１年毎更新

なし

　

(3) 技術契約(導出)

契約品目 相手方の名称 国名 契約期間 対価

ナファモスタットメシル酸
塩

ＳＫケミカル社 韓国
2001年10月～2015年１月
以後１年毎更新

契約金
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(4) 開発契約等

契約内容 相手方の名称 国名 契約期間 対価

ナルフラフィン塩酸塩製
剤の肝疾患に伴うそう痒
症を対象とする日本国内
における共同開発および
販売権に関する契約

東レ株式会社
（日本たばこ産業株式会
社との３社契約）

日本
2006年９月～特許期間
満了日
以後別途協議

契約金他

高リン血症治療薬の日本
国内における独占的開発
・商業化権に関するライ
センス契約

ケリックス・バイオ
ファーマシューティカル
ズ社
（日本たばこ産業株式会
社との３社契約）

米国
2007年９月～特許期間
満了日
以後別途協議

契約金他
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６ 【研究開発活動】

当社は、親会社であるJTとの研究開発に係る機能分担において、主として既存製品の剤型改良や効能追加

等の機能を担うとともに、当社が得意とする領域の開発に参画・実施しております。

現時点における開発状況につきましては、当社およびJTと東レ株式会社は、「レミッチカプセル」につい

て肝疾患に伴うそう痒症を新たな適応症とする共同開発を国内で進めており、現在、第Ⅱ相臨床試験を終了

した段階にあります。

また、当社とJTが、米国ケリックス・バイオファーマシューティカルズ社から導入し、国内で共同開発を

進めております高リン血症治療薬「JTT-751（JT開発番号）」につきましても第Ⅱ相臨床試験を終了して

おり、いずれも第Ⅲ相臨床試験への移行を想定しております。

さらに、平成22年３月、スギ花粉症の治療薬に関しまして、スギ花粉エキスの舌下投与による減感作治療

薬の開発準備を開始するとともに、独立行政法人理化学研究所と次世代の減感作治療薬（スギ花粉症ワク

チン）の共同研究に着手いたしました。

なお、当事業年度における研究開発費の総額は1,613百万円であります。

　

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態

① 資産、負債および純資産の状況

当事業年度末の総資産は、85,637百万円と前事業年度末に比べ4,204百万円（5.2％）増加しました。流

動資産につきましては、キャッシュ・マネージメント・システム預託金が3,607百万円減少した一方で、

現金及び預金が7,520百万円、売掛金が1,956百万円増加したこと等により70,524百万円と前事業年度末

に比べ6,249百万円（9.7％）増加しました。固定資産につきましては、投資その他の資産の長期預金が

1,500百万円減少したこと等により15,112百万円と前事業年度末に比べ2,044百万円（11.9％）減少しま

した。

負債につきましては、10,995百万円と前事業年度末に比べ1,597百万円（17.0％）増加しました。これ

は、買掛金が371百万円減少した一方で、未払法人税等が1,418百万円、未払金が364百万円増加したこと等

によるものです。

純資産につきましては、74,641百万円と前事業年度末に比べ2,607百万円（3.6％）増加しました。これ

は、剰余金の配当が1,103百万円、当期純利益が3,642百万円となったこと等によるものです。

　

② キャッシュ・フローの状況

「１　業績等の概要、(2)キャッシュ・フローの状況」を参照願います。

　

(2) 経営成績

① 売上高

売上高は、42,416百万円と前事業年度に比べ5,067百万円（13.6％）増加しました。これは、平成21年３

月から販売を開始した「レミッチカプセル」の売上が3,556百万円となったことに加え、平成21年４月か

ら販売が当社に一本化された「セロトーン」の売上が前期比121.3％増の2,539百万円となったこと等に

よるものです。

なお、主要な製品・商品の販売状況につきましては、「注射用フサン」は後発医薬品の使用促進策の影

響もあり前期比14.9％減の7,863百万円となりましたが、「ツルバダ配合錠」は前期比41.6％増の6,138

百万円、「アンテベート」は前期比5.7％増の5,977百万円、「ユリノーム錠」は前期比0.3％増の3,626百

万円とそれぞれ伸長しております。

　

② 売上原価

売上原価は、15,984百万円と前事業年度に比べ2,335百万円（17.1％）増加しました。これは、売上高が

増加したことに加え、販売品目の構成が変化したことによるものです。

　

③ 販売費及び一般管理費

販売費及び一般管理費は、20,306百万円と前事業年度に比べ1,505百万円（8.0％）増加しました。これ

は、研究開発費および特約店に対する販売促進費が増加したことに加え、販売権の償却費負担が増加した

こと等によるものです。

　

④ 営業利益、経常利益
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以上の結果、営業利益は6,125百万円と前事業年度に比べ1,225百万円（25.0％）増加し、また、経常利

益につきましても6,371百万円と前事業年度に比べ1,113百万円（21.2％）増加しました。

　

⑤ 当期純利益

当期純利益は、3,642百万円と前事業年度に比べ165百万円（4.8％）増加しました。

なお、増加率が営業利益等に比べ低いのは、当事業年度においては前事業年度に計上した特別利益がな

かったことによるものです。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当事業年度において、総額で1,401百万円の設備投資を行いました。

有形固定資産に係る設備投資は1,160百万円であり、主な内容は製品品質・生産性の向上を目的とする佐

倉工場の製造設備への投資であります。また、無形固定資産に係る投資は240百万円であり、主な内容は業務

の効率化を目的とするソフトウェアへの投資であります。

　

２ 【主要な設備の状況】

平成22年３月31日現在

区分
事業所名
(所在地)

事業内容
土地 建物

機械及び
装置
帳簿価額
(百万円)

その他の
有形固定資
産帳簿価額
(百万円)

有形固定
資産帳簿
価額合計
(百万円)

従業
員数
 

(人)
面積
(㎡)

帳簿価額
(百万円)

帳簿価額
(百万円)

生産・
研究
設備

佐倉工場
(佐倉市)

医薬品の
製造

53,692 336 1,8101,720 177 4,04493

研究所
(佐倉市)

研究業務 ─ ─ 141 3 48 193 15

その他
の設備

本社
(東京都中央区)

統括業務 1,133 267 1,012 5 137 1,423209

14支店計 販売業務 ─ ─ 41 ─ 17 59 573

その他 ―
2,959
(1,021)

98 472 2 6 580 ─

合計 　
57,785
(1,021)

702 3,4791,731 387 6,300890

(注)１　土地の面積の下段(　　)内は借地面積を示し、上段の自己所有面積の中には含めておりません。

２　その他の中には、製品倉庫、名古屋支店駐車場、福岡支店駐車場、鳥居本八幡ビル及び市川駐車場が含まれており

ます。

３　研究所および製品倉庫の土地は、佐倉工場敷地内に所在しているため、佐倉工場に含めております。

４　その他の有形固定資産帳簿価額合計の中には、構築物、車両運搬具、工具、器具及び備品、リース資産が含まれて

おります。

５　支店には営業所等の設備および従業員を含んでおります。なお、支店は建物を賃借しており年間賃借料は 276百

万円であります。

６　生産能力に重要な影響を及ぼすような機械及び装置等の休止はありません。
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

該当事項はありません。

　

(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 54,000,000

計 54,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成22年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年６月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 28,800,00028,800,000
東京証券取引所
市場第一部

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式であり
ます。
単元株式数は100株でありま
す。

計 28,800,00028,800,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

平成22年２月１日以後に開始する事業年度に係る有価証券報告書から適用されるため、記載事項はあ

りません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金
増減額
(百万円)

資本金
残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成５年５月20日 4,800,00028,800,000 ― 5,190 ― 6,416

(注)　発行済株式総数の増加は、普通株式１株を1.2株に分割したものであります。
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(6) 【所有者別状況】

平成22年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)
単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 34 26 138 152 ─ 4,8645,214 ―

所有株式数
(単元)

― 35,5986,877163,03443,016 ─ 39,190287,71528,500

所有株式数
の割合(％)

― 12.4 2.4 56.6 15.0 ─ 13.6 100.0 ―

(注) １　自己株式497,562株は「個人その他」の欄に4,975単元、「単元未満株式の状況」の欄に62株が含まれておりま

す。

２　「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が１単元含まれております。
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(7) 【大株主の状況】

平成22年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本たばこ産業株式会社 東京都港区虎ノ門２丁目２番１号 15,398.853.46

ロイヤルバンクオブカナダトラ
ストカンパニー（ケイマン）リ
ミテッド
（常任代理人　立花証券株式会
社）

24 SHEDDEN ROAD PO BOX 1586

GEORGE TOWN GRAND CAYMAN KY1-1110

CAYMAN ISLANDS

（東京都中央区日本橋茅場町１丁目１３番１４

号）

714.1 2.47

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番１１号 646.8 2.24

ビービーエイチ　フオー　フイデ
リテイー　ロープライス　ストツ
ク　フアンド
（常任代理人　株式会社三菱東
京ＵＦＪ銀行）

40 WATER STREET. BOSTON MA 02109 U.S.A.

（東京都千代田区丸の内２丁目７番１号）
620.0 2.15

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目１１番３号 585.9 2.03

立花証券株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目１３番１４号 571.4 1.98

ステート　ストリート　バンク　
アンド　トラスト　カンパニー　
505019
（常任代理人　香港上海銀行東
京支店）

AIB INTERNATIONAL CENTRE P.O. BOX 518

IFSC DUBLIN, IRELAND

（東京都中央区日本橋３丁目１１番１号）

356.5 1.23

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 340.8 1.18

株式会社みずほ銀行

（常任代理人　資産管理サービ

ス信託銀行株式会社）

東京都千代田区内幸町１丁目１番５号
（東京都中央区晴海１丁目８番１２号）

300.0 1.04

シービーエヌワイデイエフエイ

インターナショナルキャップバ

リューポートフォリオ

（常任代理人　シティバンク銀

行株式会社）

1299 OCEAN AVENUE. 11F. SANTA MONICA.

CA 90401 USA

（東京都品川区２丁目３番１４号）

275.1 0.95

計 ― 19,809.468.78

(注) １　上記の他、当社が保有する自己株式数は497.5千株（持株比率1.72％）であります。

２　エフィッシモ　キャピタル　マネージメント　ピーティーイー　エルティーディーから平成21年３月６日付で大

量保有報告書に係る変更報告書の提出があり、平成21年３月４日現在で以下の株式を所有している旨の報告

を受けておりますが、当社としては、当事業年度末日時点における実質所有状況の把握ができませんので、上

記大株主の状況に含めておりません。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

エフィッシモ　キャピタル　マ
ネージメント　ピーティーイー　
エルティーディー

260 ORCHARD ROAD #12-06 THE HEEREN
SINGAPORE 238855

1,555.7 5.40
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成22年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式　　497,500

―
権利内容に何ら限定の
ない当社における標準
となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 28,274,000 282,740 同上

単元未満株式 普通株式　　 28,500 ― 同上

発行済株式総数 28,800,000 ― ―

総株主の議決権 ― 282,740 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式100株(議決権１個)が含まれて

おります。

２　「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式62株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成22年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
鳥居薬品株式会社

東京都中央区日本橋本町
三丁目４番１号

497,500 ― 497,5001.72

計 ― 497,500 ― 497,5001.72

　

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得
　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 722 1,095,135
　 　 　

当期間における取得自己株式 73 127,080

(注)　当期間における取得自己株式には、平成22年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

─ ─ ─ ─

消却の処分を行った取得自己株式 ─ ─ ─ ─

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

─ ─ ─ ─

その他 ─ ─ ─ ─
　 　 　 　 　

保有自己株式数 497,562 ― 497,635 ―

(注)　当期間における保有自己株式には、平成22年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、株主の皆様からのご支援、ご協力に報いるため、剰余金の配当につきましては安定的かつ継続的

に実施することを基本方針としております。

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本的な方針としております。これら

の配当の決定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。また、当社は、取締役会の決議

により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。

当事業年度の期末配当金につきましては、１株当たり22円を予定しております。この結果、年間配当金は

中間配当金18円を含め１株当たり40円となる予定です。

なお、基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

平成21年10月29日
取締役会決議

509 18

平成22年６月22日
定時株主総会決議（注）

622 22

（注）平成22年３月31日を基準日とする期末配当であり、平成22年６月22日開催予定の定時株主総会の決議事項になっ

ております。

今後とも、経営体質の強化や将来の事業展開等を勘案し、内部留保にも意を用いつつ、中長期的な視野に

立った投資等を行いながら、株主の皆様に安定的還元を行ってまいります。

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第114期 第115期 第116期 第117期 第118期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

最高(円) 2,685 2,525 2,110 1,707 1,869

最低(円) 2,175 1,652 1,295 1,190 1,262

(注)　東京証券取引所市場第一部の相場を記載しております。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
10月 11月 12月

平成22年
１月 ２月 ３月

最高(円) 1,869 1,784 1,814 1,791 1,760 1,840

最低(円) 1,669 1,521 1,680 1,680 1,676 1,735

(注)　東京証券取引所市場第一部の相場を記載しております。
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５ 【役員の状況】

(1)　平成22年６月11日（提出日現在）の当社の役員の状況は、以下のとおりであります。

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数
(株)

※
代表取締役
社長

― 松　尾　紀　彦 昭和27年８月29日生

昭和51年４月 日本専売公社(現、日本たばこ産業

㈱)入社

（注）４ 11,500

平成11年１月 当社常勤顧問

平成11年６月 当社取締役

平成13年６月 当社常務取締役企画・支援グルー

プ担当

平成14年２月 当社常務取締役企画・支援グルー

プ担当　兼　経営企画部長

平成15年６月 当社代表取締役社長（現）

※

代表取締役

副社長

― 金　谷　　　宏 昭和29年11月２日生

昭和54年４月 日本専売公社(現、日本たばこ産業

㈱)入社

（注）４ 5,700

平成９年10月 同社医薬事業部シニアリーダー

平成11年６月 当社監査役

平成13年６月 当社執行役員営業企画部長

平成15年６月 当社取締役企画・支援グループ

リーダー　兼　経営企画部長

平成17年６月 当社常務取締役企画・支援グルー

プリーダー　兼　経営企画部長

平成18年６月 当社取締役副社長企画・支援グ

ループリーダー　兼　経営企画部長

平成20年11月 当社取締役副社長企画・支援グ

ループリーダー

平成21年６月 当社代表取締役副社長（現）

※常　務
取締役

開発・生産
グ ル ー プ
リ ー ダ ー
(兼)ビジネ
ス デ ィ ベ
ロップメン
ト部長

篭　橋　雄　二 昭和29年４月22日生

昭和55年４月 日本専売公社(現、日本たばこ産業

㈱)入社

（注）５ 3,000

平成13年４月 同社医薬事業部生産統括部長

平成14年８月 同社医薬総合研究所副所長

平成18年４月 当社常勤顧問

平成18年６月 当社取締役開発・生産グループ

リーダー

平成21年６月 当社常務取締役開発・生産グルー

プリーダー

平成22年４月 当社常務取締役開発・生産グルー

プリーダー　兼　ビジネスディベ

ロップメント部長（現）

　 　

※取締役
信頼性保証
グ ル ー プ
リーダー

和　田　昌　師 昭和26年10月24日生

昭和51年４月 日本ケミファ㈱入社

（注）５ 2,600

平成２年12月 日本たばこ産業㈱入社

平成11年10月 当社横浜支店次長

平成13年４月 当社神戸支店長

平成15年６月 当社執行役員名古屋支店長

平成18年６月 当社取締役信頼性保証グループ

リーダー（現）

※取締役

医薬営業グ
ループリー
ダー（兼）
営業企画部
長

田　村　明　彦 昭和33年６月４日生

昭和56年４月 当社入社

（注）４ 1,400

平成14年４月 当社横浜支店長

平成16年７月 当社製品戦略部長

平成16年11月 当社プロダクトマネジメント部長

平成18年４月 当社営業企画部長

平成19年６月 当社執行役員営業企画部長

平成21年６月 当社取締役医薬営業グループリー

ダー　兼　営業企画部長（現）

※取締役

企画・支援
グ ル ー プ
リ ー ダ ー
(兼)経営企
画部長

梅　田　高　弘 昭和36年６月14日生

昭和59年４月 日本専売公社(現、日本たばこ産業

㈱)入社

（注）４ 300

平成16年６月 同社医薬事業部事業企画部長

平成20年10月 同社医薬事業部事業企画部調査役

（現）

平成20年11月 当社経営企画部長

平成21年６月 当社取締役企画・支援グループ

リーダー　兼　経営企画部長（現）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式
数
(株)

常　勤
監査役

― 谷　口　佳　之 昭和28年２月22日生

昭和50年４月 日本専売公社(現、日本たばこ産業

㈱)入社
（注）６ 5,100

平成13年７月 同社財務グループ部長

平成15年６月 当社監査役（現）

常　勤
監査役

― 門　田　　　忠 昭和24年７月10日生

昭和47年４月 当社入社

（注）６ 5,300

平成12年６月 当社学術研修部長

平成13年４月 当社営業推進部長

平成14年６月 当社執行役員営業推進部長

平成16年７月 当社執行役員仙台支店長

平成19年６月 当社監査役（現）

監査役 ― 山　口　秀　夫 昭和24年４月18日生

昭和49年４月 日本専売公社(現、日本たばこ産業

㈱)入社

（注）７ 2,900

平成８年７月 同社医薬事業部シニアリーダー

平成11年１月 当社営業本部副本部長

平成11年６月 当社取締役営業本部副本部長

平成13年６月 当社常務取締役医薬情報・開発グ

ループ担当

平成15年６月 当社取締役副社長医薬情報・開発

グループリーダー

平成16年７月 当社取締役副社長開発・生産グ

ループリーダー

平成18年６月 当社監査役（現）

監査役 ― 大　塚　善　明 昭和37年９月29日生
昭和61年４月 日本たばこ産業㈱入社

（注）７ ―
平成18年６月 当社監査役（現）

計 37,800

(注) １　監査役 谷口　佳之、大塚　善明は、「会社法」第２条第16号に定める社外監査役であります。

２　当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役１

名を選出しております。補欠監査役の略歴は以下のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(株)

見　浪　直　博 昭和39年１月21日生
昭和61年４月 日本たばこ産業㈱入社

―
平成17年12月 同社経理部長（現）

３　当社は、執行役員制度を導入しております。

「役名」欄中、※を付している者は、執行役員を兼務しております。

上記の取締役兼務(６名)以外の執行役員は以下の６名であります。

役　　名 職　　名 氏　　名

執行役員 名古屋支店長 木田　達蔵

執行役員 東京支店長 伊藤　　正

執行役員 佐倉工場長 青木　俊雄

執行役員 大阪支店長 林　　秀岳

執行役員 流通推進部長 相川　由幸

執行役員 人事部長 矢部　昌平

４　平成21年３月期に係る定時株主総会の終結の時から平成23年３月期に係る定時株主総会の終結の時まで

５　平成20年３月期に係る定時株主総会の終結の時から平成22年３月期に係る定時株主総会の終結の時まで

６　平成19年３月期に係る定時株主総会の終結の時から平成23年３月期に係る定時株主総会の終結の時まで

７　平成18年３月期に係る定時株主総会の終結の時から平成22年３月期に係る定時株主総会の終結の時まで
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(2)　平成22年６月22日開催予定の定時株主総会において、提案している議案が承認可決されますと、当社の

役員の状況は、以下のとおりとなる予定です。なお、当該定時株主総会の直後に開催予定の取締役会及び監

査役会において決定予定の内容（役職等）も含めて記載しております。

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数
(株)

 
代表取締役
社長

― 松　尾　紀　彦 昭和27年８月29日生

昭和51年４月 日本専売公社(現、日本たばこ産業

㈱)入社

（注）４ 11,500

平成11年１月 当社常勤顧問

平成11年６月 当社取締役

平成13年６月 当社常務取締役企画・支援グルー

プ担当

平成14年２月 当社常務取締役企画・支援グルー

プ担当　兼　経営企画部長

平成15年６月 当社代表取締役社長（現）

 

代表取締役

副社長

― 金　谷　　　宏 昭和29年11月２日生

昭和54年４月 日本専売公社（現、日本たばこ産

業㈱）入社

（注）４ 5,700

平成９年10月 同社医薬事業部シニアリーダー

平成11年６月 当社監査役

平成13年６月 当社執行役員営業企画部長

平成15年６月 当社取締役企画・支援グループ

リーダー　兼　経営企画部長

平成17年６月 当社常務取締役企画・支援グルー

プリーダー　兼　経営企画部長

平成18年６月 当社取締役副社長企画・支援グ

ループリーダー　兼　経営企画部長

平成20年11月 当社取締役副社長企画・支援グ

ループリーダー

平成21年６月 当社代表取締役副社長（現）

常　務
取締役

信頼性保証
グ ル ー プ
リ ー ダ ー
(兼)開発グ
ループリー
ダー(兼)ビ
ジネスディ
ベロップメ
ント部長

篭　橋　雄　二 昭和29年４月22日生

昭和55年４月 日本専売公社(現、日本たばこ産業

㈱)入社

（注）５ 3,000

平成13年４月 同社医薬事業部生産統括部長

平成14年８月 同社医薬総合研究所副所長

平成18年４月 当社常勤顧問

平成18年６月 当社取締役開発・生産グループ

リーダー

平成21年６月 当社常務取締役開発・生産グルー

プリーダー

平成22年４月 当社常務取締役開発・生産グルー

プリーダー　兼　ビジネスディベ

ロップメント部長

平成22年６月 当社常務取締役信頼性保証グルー

プリーダー　兼　開発グループリー

ダー　兼　ビジネスディベロップメ

ント部長（予定）

取締役

医薬営業グ
ループリー
ダー（兼）
営業企画部
長

田　村　明　彦 昭和33年６月４日生

昭和56年４月 当社入社

（注）４ 1,400

平成14年４月 当社横浜支店長

平成16年７月 当社製品戦略部長

平成16年11月 当社プロダクトマネジメント部長

平成18年４月 当社営業企画部長

平成19年６月 当社執行役員営業企画部長

平成21年６月 当社取締役医薬営業グループリー

ダー　兼　営業企画部長（現）

取締役

企画・支援
グ ル ー プ
リ ー ダ ー
(兼)経営企
画部長

梅　田　高　弘 昭和36年６月14日生

昭和59年４月 日本専売公社(現、日本たばこ産業

㈱)入社

（注）４ 300

平成16年６月 同社医薬事業部事業企画部長

平成20年10月 同社医薬事業部事業企画部調査役

（現）

平成20年11月 当社経営企画部長

平成21年６月 当社取締役企画・支援グループ

リーダー　兼　経営企画部長（現）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式
数
(株)

取締役
生産グルー
プリーダー

青　木　俊　雄 昭和28年３月11日生

昭和52年４月 当社入社

（注）５ 2,800

平成14年６月 当社佐倉工場長

平成19年６月 当社執行役員佐倉工場長

平成21年４月 当社執行役員佐倉工場長　兼　研究

所長

平成22年４月 当社執行役員佐倉工場長

平成22年６月 当社取締役生産グループリーダー

（予定）

常　勤
監査役

― 門　田　　　忠 昭和24年７月10日生

昭和47年４月 当社入社

（注）６ 5,300

平成12年６月 当社学術研修部長

平成13年４月 当社営業推進部長

平成14年６月 当社執行役員営業推進部長

平成16年７月 当社執行役員仙台支店長

平成19年６月 当社監査役（現）

常　勤
監査役

― 長　　　誠　次 昭和31年３月31日生

昭和53年４月 日本専売公社(現、日本たばこ産業

㈱)入社

（注）７ ─

平成12年９月 同社たばこ事業本部事業企画室調

査役

平成18年７月 同社経理部調査役

平成19年１月 同社経理部チームリーダー

平成20年10月 同社経理部調査役

平成22年６月 当社監査役（予定）

監査役 ― 鳥　養　雅　夫 昭和38年１月７日生

平成６年４月 弁護士登録（第一東京弁護士会）

（注）７ ─

平成６年４月 桃尾・松尾・難波法律事務所入所

平成12年９月 ニューヨーク州弁護士登録

平成14年１月 桃尾・松尾・難波法律事務所パー

トナー（現）

平成22年６月 当社監査役（予定）

計 30,000

　 (注) １　監査役 長　誠次、鳥養　雅夫は、「会社法」第２条第16号に定める社外監査役であります。

２　当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役１

名の選任を予定しております。補欠監査役の略歴は以下のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(株)

見　浪　直　博 昭和39年１月21日生
昭和61年４月 日本たばこ産業㈱入社

―
平成17年12月 同社経理部長（現）

３　当社は、執行役員制度を導入しております。

執行役員は以下の５名を予定しております。

役　　名 職　　名 氏　　名

執行役員 東京支店長 伊藤　　正

執行役員 大阪支店長 林　　秀岳

執行役員 流通推進部長 相川　由幸

執行役員 人事部長 矢部　昌平

執行役員 名古屋支店長 古谷　幸友

４　平成21年３月期に係る定時株主総会の終結の時から平成23年３月期に係る定時株主総会の終結の時まで

５　平成22年３月期に係る定時株主総会の終結の時から平成24年３月期に係る定時株主総会の終結の時まで

６　平成19年３月期に係る定時株主総会の終結の時から平成23年３月期に係る定時株主総会の終結の時まで

７　平成22年３月期に係る定時株主総会の終結の時から平成26年３月期に係る定時株主総会の終結の時まで
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

① 企業統治の体制

企業統治の体制につきましては、当社は会社法に基づく機関として、株主総会および取締役のほか、

取締役会、監査役、監査役会、会計監査人を設置しており、これらの機関のほかに、経営会議、コンプライ

アンス委員会、監査部を設置しております。

現状の体制につきましては、取締役の人数は６名（提出日現在）であり、相互のチェックが図れると

ともに、監査役４名（うち社外監査役２名、提出日現在）による監査体制、並びに、監査役が会計監査人

や内部監査部門および内部統制部門と連携を図る体制により、十分な執行・監督体制を構築している

ものと考え、採用しております。

　

具体的な会社の機関の概要および内部統制システム（リスク管理体制を含む）の整備の状況につい

ては以下のとおりであります。

イ. 会社機関の内容

当社の会社機関の内容は、次のとおりであります。

＜監査役・監査役会＞

当社は、監査役・監査役会を設置しております。監査役は、株主の負託を受けた独立の機関として、

取締役会等の重要な会議に出席し、職務執行を監査することで、会社の健全な経営と社会的信用の維

持向上に努めております。また監査役会は、監査役４名（うち社外監査役２名、提出日現在）により

構成されており、監査役相互間で知識、情報の共有や意見交換を行い、より客観性の高い監査に努め

ております。

＜取締役会＞

取締役会は、６名（提出日現在）の取締役で構成されております。原則毎月１回開催することに加

え、必要に応じて機動的に開催しております。取締役会では、会社法で定められた事項および重要事

項の決定を行い、業務執行状況の報告を受け、職務執行を監督しております。

＜経営会議＞

経営会議は、８名（提出日現在）で構成され、業務全般にわたる経営方針および基本計画に関する

事項等を中心に、経営上の重要事項に関する審議・決定を行うため、原則毎週１回開催しておりま

す。

＜コンプライアンス委員会＞

コンプライアンス委員会は、コンプライアンスに関する諸施策や行動規範、各行動指針に関する事

項について審議を行うとともに、コンプライアンス推進の状況と課題を把握し、その対応を図ってお

ります。コンプライアンスに関する業務については、コンプライアンス担当取締役およびコンプライ

アンス推進事務局が中心となって取り組んでおります。

＜監査部＞

監査部は、５名（提出日現在）で構成され、業務執行組織から独立した客観的な観点で、重要性お

よびリスクを考慮して内部監査を実施し、社長に対して報告や提言を行っております。

＜会計監査人＞

当社は、有限責任監査法人トーマツとの間で、監査契約（公認会計士法第２条第１項に基づく監査

証明業務）を締結しております。

　

ロ. 内部統制システムの整備の状況

当社は、従前から、コンプライアンス、内部監査、リスクマネジメント等の取り組みを通じて内部統
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制システムの運用を図り、また、監査役への報告体制の整備等、監査役による監査の実効性の確保に

向けた取り組みを行っており、それらを会社法の定めに基づき整理および整備しております。

ただし、会社を取り巻く状況は不変ではなく、また適正な内部統制システムも不変ではないことか

ら、今後も内部統制システムを継続的に随時見直していくこととし、適正な業務執行のための企業体

制の維持・向上に努めてまいります。

　

a 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

当社は、コンプライアンスの推進を重要な経営課題の一つとして認識し、コンプライアンスの啓蒙

に努めております。

コンプライアンスの推進の実効性を高めるため、コンプライアンスに関する規則を整備し、取締役

および社員が共有すべき価値観、倫理観および遵守すべき規準を記載した指針等を作成・配付の上、

継続的に教育・啓蒙活動を進めていくとともに、薬事法、医療用医薬品製造業における景品類の提供

の制限に関する公正競争規約などの法令等を所管する部門は、法令等の遵守が行われるよう積極的

に周知・啓蒙活動を行っております。

法令違反等の事実またはそのおそれを早期に認識するため、社内および社外に通報窓口を設置し、

通報があった場合には、コンプライアンス推進事務局が中心となり調査を行い、必要な措置を講じて

おります。

コンプライアンス委員会において内部通報の状況およびコンプライアンス推進状況を把握し、コ

ンプライアンス推進に関する重要事項を審議・決定しております。

職務の執行に係る重要な案件を決定する場合は、必要に応じて外部の専門家（弁護士等）に相談

し、適法性を確保しております。

内部監査部門が、経営活動全般にわたる管理・運営の制度および業務の遂行状況を合法性と合理

性の観点から、実地調査などを踏まえ検討評価し、その結果に基づく情報の提供ならびに改善合理化

への助言・提案等を通じて、会社財産の保全および経営効率性の向上を図っております。

b 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

株主総会議事録、取締役会議事録、職務の執行に係る決裁文書その他の情報については、法令およ

び情報管理・文書管理に関する社内規則に従い、適切な取り扱いを行っております。

c 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

常にリスク情報を収集し、危機の早期発見に努めるとともに、平時より損失の最小化を図るため

に、物理的対策、教育等による人的対策、保険による損失の転嫁を含め不断の危機対策を行っており

ます。

より実効的な危機管理を行うために、危機管理に関する包括的規則および個別危機事象に対する

対応規則・マニュアル等の継続的な見直しおよび新規作成を行っております。

危機の早期認識のため緊急連絡体制を整備し、危機発生に際しては、危機管理に関する規則に基づ

き緊急対策本部を立ち上げ、緊急対策本部長に当該危機に対応するための意思決定権限を持たせて

おります。

d 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

職務の執行が効率的に行われるために適切と考えられる権限を職務執行者に付与し、重要な意思

決定には取締役会等の会議により、多面的検討・審議を経て行っております。

取締役会は、原則毎月１回開催しており、必要に応じて機動的に開催しております。

取締役会では法令および定款に定められた事項および重要事項の決定、業務執行状況の報告、他の

取締役の職務の執行の監督を行っております。

決裁権限に係る規則により、職制上の地位により委譲される権限および責任の帰属を明らかにし、

EDINET提出書類

鳥居薬品株式会社(E00934)

有価証券報告書

27/85



円滑な業務運営を図っております。

e 株式会社ならびにその親会社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するため

の体制

当社と親会社である日本たばこ産業株式会社（うち医薬事業部門）とは、医薬品に関する製品お

よびサービスにおいて、各々の強みを生かし、当社は主に製造と販売の機能を担っており、親会社は

研究開発の機能を担っております。この機能分担は当社の企業ミッションを果たす上で最良化を図

るためのものであり、この機能分担により一定の独立関係を確保しつつ、かつ協力関係を保ちなが

ら、企業ミッションを達成すべく、適正に業務を遂行しております。

また、子会社については、適切な役職員の派遣、密接な情報交換、報告の受領を通じ、業務の適正を

確保しております。

f 監査役の職務を補助する使用人および監査役への報告に関する体制、その他監査役の監査が実効的

に行われることを確保するための体制

当社は、監査役の監査が実効的に行われることを確保するため、取締役および執行役員等、全社で

以下のような取り組みを行っております。

監査役にその職務を補助すべき使用人が必要な場合は、監査業務の専門性、独立性に配慮し、当該

使用人の人材選定にあたり監査役会と協議することとしております。

監査役が取締役会のほか、経営会議を始めとする重要な会議に出席できることとしており、取締役

および使用人が会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見した場合に、当該事実が、速やか

に監査役に伝わる体制を築いております。

監査役に対し、内部監査部門が定期および随時に監査の状況の報告を行っております。

また、監査役から重要な文書の閲覧、実地調査、報告を求められたときは、迅速かつ適切に対応する

とともに、情報交換および意思疎通を図るため、監査役と代表取締役との定期会合および取締役面談

をする機会を確保しております。

なお、監査にかかる諸費用については、監査の実効を担保するべく予算を措置しております。

　

また、反社会的勢力の排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況は、以下のとおりです。

　

a 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

当社は、良き企業市民として、より良き社会の実現のため、「市民社会の秩序または安全に脅威を

与える反社会的勢力・団体との関係を排除するとともに、断固として対決する」「これらの活動を

助長するような行為を行わない」「トラブル等が発生した場合は会社をあげて立ち向かう」旨を

「行動指針」に明記し、社員に周知徹底しております。

b 反社会的勢力排除に向けた整備状況

社内体制としましては、対応の統括部門を総務部とし、各事業場に相談対応、研修、情報の収集およ

び警察との窓口等を行う担当者を設置しております。

担当者は社団法人警視庁管内特殊暴力防止対策連合会などによる研修を受けるほか、随時、関係行

政機関や顧問弁護士への相談やそこからの助言、指導を受ける等の連携を図り、反社会的勢力および

団体との関係が発生しないよう努めております。

また、反社会的勢力に対し適切な対応を行うために「対応マニュアル」を定め、社員が常時閲覧

し、対応できるよう社内イントラネットに掲載しております。

　

企業統治の体制を図式化すると、以下のようになります。
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②　監査役監査及び内部監査

当社は、監査役制度を採用しております。監査役の人数は４名（提出日現在）であり、株主の負託

を受けた独立の機関として、取締役会等の重要な会議に出席し、職務執行を監査することで、会社の

健全な経営と社会的信用の維持向上に努めております。なお、監査役谷口佳之氏は、長年にわたり日

本たばこ産業株式会社で経理業務の経験を重ねてきており、財務および会計に関する相当程度の知

見を有するものであります。

当社の内部監査は、監査部が所管しております。監査部は５名（提出日現在）で構成され、業務執

行組織から独立した客観的な観点で、重要性およびリスクを考慮して内部監査を実施し、社長に対し

て報告や提言を行っております。

監査役と監査部の会合については、月１回開催し、監査計画の策定とその計画に基づいた監査実施

活動について連携を図るとともに、監査部については、監査役に対し業務監査結果等の報告を行うこ

とで連携を図っております。

監査役と会計監査人の会合については、第118期において６回開催し、監査報告書の説明、監査計画

等について情報交換するとともに、会計監査人による実地棚卸等の実査に立ち会うなど連携を図っ

ております。

監査部と内部統制部門は、会計監査人と協議のうえ年間計画等を作成し、進捗管理を行うことで連

携を図っております。また、監査部および会計監査人は内部統制部門から内部統制に係る情報等の提

供を受け適正な監査を行っております。監査役は会計監査人や監査部および内部統制部門と連携を

図ることにより、十分な監督を行っております。

　

③　社外取締役及び社外監査役との関係

当社は、独立性を保ち中立な立場から客観的に監査を実施していただくことを目的として社外監

査役を２名（提出日現在）選任しており、そのサポート体制として、監査役会において監査状況報告
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を行うとともに、必要に応じ取締役から業務の遂行状況に関する報告の機会を設けております。ま

た、監査役と代表取締役との定期的会合および会計監査人との会合を開催することで、経営課題等に

ついての情報共有を図っております。

社外監査役のうち、谷口佳之氏は、当社の親会社である日本たばこ産業株式会社の出身であり、大

塚善明氏は、日本たばこ産業株式会社の使用人であります。なお、当社と社外監査役個人との間に特

別な利害関係はありません。

当社には社外取締役はおりませんが、取締役の人数は６名（提出日現在）であり、相互のチェック

を図れるとともに、監査役４名（うち社外監査役２名、提出日現在）による監査体制、並びに、監査役

が会計監査人や内部監査部門および内部統制部門と連携を図る体制により、十分な執行・監督体制

を構築しているものと考えております。

（注）平成22年６月22日開催予定の定時株主総会の終結をもって、谷口佳之氏、大塚善明氏を含む３名

の監査役は退任予定であります。また、当該株主総会において、提案している監査役２名を選任す

る議案が承認可決されますと、当社の監査役は３名（うち社外監査役２名）となります。なお、こ

のうち１名は、株式会社東京証券取引所が定める独立役員としての独立性要件を満たしておりま

す。

 

④　役員報酬等

イ．提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額

(百万円)

報酬等の種類別の総額
（百万円）

対象となる

役員の員数

(名)基本報酬 賞与

取締役 177 139 37 7

監査役

(社外監査役を除く。)
33 33 ─ 2

社外役員 22 22 ─ 1

 

ロ．提出会社の役員ごとの報酬等の総額等

報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

 

ハ．使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

該当事項はありません。

　

ニ．役員の報酬等の額の決定に関する方針

株主総会にて決定する報酬総額の限度内で、経営内容、経済情勢、社員給与とのバランス等を考慮

して、取締役の報酬は取締役会の決議により決定し、監査役の報酬は監査役の協議により決定してお

ります。

なお、平成19年６月21日開催の第115回定時株主総会での決議により、取締役の賞与を含めた報酬

額は年額300百万円以内、監査役の報酬額は年額72百万円以内となっております。

　

⑤　株式の保有状況

イ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数　　　　　　　　 　　　　　14銘柄

貸借対照表計上額の合計額　　　　866百万円

　

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式のうち、当事業年度における貸借対照表計上額
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が資本金額の100分の１を超える銘柄（非上場株式を除く。）

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

保有目的

㈱スズケン 97,062 319
円滑な取引関係を維持するために
取得後、継続保有

㈱メディパルホールディングス 221,746 245
円滑な取引関係を維持するために
取得後、継続保有

アルフレッサホールディングス㈱ 28,989 116
円滑な取引関係を維持するために
取得後、継続保有

㈱バイタルケーエスケー・ホールディ
ングス　※

44,058 26
円滑な取引関係を維持するために
取得後、継続保有

㈱ほくやく・竹山ホールディングス
　※

19,368 12
円滑な取引関係を維持するために
取得後、継続保有

東邦ホールディングス㈱　※ 10,000 12
円滑な取引関係を維持するために
取得後、継続保有

常盤薬品㈱　※ 32,000 8
円滑な取引関係を維持するために
取得後、継続保有

㈱Ｔ＆Ｄホールディングス　※ 2,500 5
円滑な取引関係を維持するために
取得後、継続保有

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グルー
プ　※

7,880 3
円滑な取引関係を維持するために
取得後、継続保有

㈱三井住友フィナンシャルグループ
　※

1,221 3
円滑な取引関係を維持するために
取得後、継続保有

(注)　※を付した銘柄は貸借対照表計上額が資本金額の100分の１以下でありますが、上位10銘柄について記載しており

ます。

　

⑥　会計監査の状況

当社は、有限責任監査法人トーマツとの間で、監査契約（公認会計士法第２条第１項に基づく監査証

明業務）を締結しております。

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、飯野健一氏および中島達弥氏であり、当該会計監査業

務の補助者は、公認会計士３名、その他８名により構成されております。

　

⑦　取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を

有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。また、取締役の選

任決議は、累積投票によらないものとする旨も定款に定めております。

　

⑧　株主総会決議事項を取締役会で決議できることとした事項

イ. 自己株式の取得

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって自己の株式を取得すること

ができる旨を定款に定めております。これは、機動的な資本政策の遂行を可能とすることを目的とす

るものであります。

　

ロ. 中間配当

当社は、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎年９月30日を基準日とし

て中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。これは、株主への機動的な利益還元を行

うことを目的とするものであります。
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⑨　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することが

できる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う

旨を定款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主

総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。

　

⑩　会社と特定の株主の間で利益が相反するおそれがある取引を行う場合に株主（当該取引の当事者で

ある株主を除く。）の利益が害されることを防止するための措置

当社は、株主との取引等を行う際におきましては、他社との取引等と同様に、適正な価格水準、取引条

件等により行っております。

　

(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 42 1 38 ―

計 42 1 38 ―

(注)　当該事業年度において、当社が支払うべき報酬の額を記載しております。

　

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前事業年度

財務報告に係る内部統制の整備・評価に関する助言・指導

当事業年度

該当事項はありません。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

該当事項はありませんが、当社の事業規模、特性、監査日数等を勘案した上で決定しております。
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第５ 【経理の状況】

１　財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以

下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前事業年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、

当事業年度(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成し

ております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前事業年度(平成20年４月１日から平成21年

３月31日まで)の財務諸表については、監査法人トーマツにより監査を受け、当事業年度(平成21年４月１日

から平成22年３月31日まで)の財務諸表については、有限責任監査法人トーマツにより監査を受けておりま

す。

　なお、従来から当社が監査証明を受けている監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年

７月１日をもって有限責任監査法人トーマツとなりました。

　

３　連結財務諸表について

「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)第５条第２項によ

り、当社では、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとして、連結財務諸表は作成しており

ません。

なお、資産基準、売上高基準、利益基準および利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準 0.2％

売上高基準 0.5％

利益基準 0.4％

利益剰余金基準 0.1％

(注)　上記割合の算定にあたっては、金額的重要性が乏しいため、会社間項目の消去前の数値によっております。

　

４　財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みとして、公益財団法人財務会計基準機構へ加

入し、会計基準設定主体等が行う研修への参加や、会計基準、法令等を遵守するための教育を行うことによ

り、会計基準等の内容を適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制

を整備しております。
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１【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,650 12,171

キャッシュ・マネージメント・システム預託
金 ※１

 34,342
※１, ※２

 30,735

受取手形 7 －

売掛金 14,465 16,422

有価証券 4,692 4,697

商品及び製品 3,706 4,109

仕掛品 482 314

原材料及び貯蔵品 1,041 1,169

前払費用 45 49

繰延税金資産 613 821

未収入金 203 5

その他 22 29

流動資産合計 64,275 70,524

固定資産

有形固定資産

建物 10,701 10,722

減価償却累計額 △7,224 △7,243

建物（純額） 3,476 3,479

構築物 307 309

減価償却累計額 △255 △262

構築物（純額） 52 47

機械及び装置 6,544 6,868

減価償却累計額 △4,950 △5,136

機械及び装置（純額） 1,594 1,731

車両運搬具 78 63

減価償却累計額 △73 △60

車両運搬具（純額） 4 3

工具、器具及び備品 2,065 2,113

減価償却累計額 △1,758 △1,827

工具、器具及び備品（純額） 306 285

土地 702 702

リース資産 209 202

減価償却累計額 △80 △151

リース資産（純額） 129 51

建設仮勘定 74 －

有形固定資産合計 6,341 6,300

無形固定資産

借地権 69 69

ソフトウエア 568 519

ソフトウエア仮勘定 － 47

電話加入権 34 34

その他 5 5

無形固定資産合計 678 676
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 2,645 2,876

関係会社株式 10 10

従業員に対する長期貸付金 4 2

長期預金 1,500 －

長期前払費用 4,356 3,736

繰延税金資産 879 767

敷金及び保証金 624 620

役員に対する保険積立金 52 57

その他 96 96

貸倒引当金 △32 △31

投資その他の資産合計 10,138 8,135

固定資産合計 17,157 15,112

資産合計 81,433 85,637

負債の部

流動負債

買掛金 ※２
 4,148

※２
 3,776

リース債務 77 42

未払金 1,421 1,785

未払費用 621 642

未払法人税等 555 1,973

未払消費税等 117 305

前受金 27 23

預り金 47 55

賞与引当金 1,128 1,113

役員賞与引当金 31 37

返品調整引当金 3 3

その他 8 9

流動負債合計 8,190 9,770

固定負債

リース債務 51 8

退職給付引当金 707 828

長期預り敷金保証金 365 310

長期未払金 84 78

固定負債合計 1,208 1,225

負債合計 9,398 10,995
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 5,190 5,190

資本剰余金

資本準備金 6,416 6,416

資本剰余金合計 6,416 6,416

利益剰余金

利益準備金 1,297 1,297

その他利益剰余金

特別償却準備金 8 7

別途積立金 56,230 58,630

繰越利益剰余金 3,573 3,713

利益剰余金合計 61,110 63,648

自己株式 △854 △855

株主資本合計 71,861 74,398

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 172 243

評価・換算差額等合計 172 243

純資産合計 72,034 74,641

負債純資産合計 81,433 85,637

EDINET提出書類

鳥居薬品株式会社(E00934)

有価証券報告書

36/85



②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

売上高

商品売上高 13,544 19,794

製品売上高 23,501 22,338

不動産賃貸収入 303 282

売上高合計 37,349 42,416

売上原価

商品及び製品期首たな卸高 2,240 3,706

当期商品仕入高 8,817 9,883

当期製品製造原価 6,261 6,476

合計 17,319 20,066

他勘定振替高 ※１
 36

※１
 52

商品及び製品期末たな卸高 3,706 4,109

差引 13,576 15,905

不動産賃貸原価 72 79

売上原価合計 13,648 15,984

売上総利益 23,700 26,431

販売費及び一般管理費

販売促進費 3,312 3,684

学術費 915 1,007

旅費及び交通費 1,340 1,342

給料及び手当 5,226 5,418

賞与引当金繰入額 991 972

退職給付費用 626 861

賃借料 1,012 1,022

減価償却費 433 384

研究開発費 ※２
 1,191

※２
 1,613

その他 3,751 4,000

販売費及び一般管理費合計 18,800 20,306

営業利益 4,899 6,125

営業外収益

受取利息 237 ※６
 135

有価証券利息 60 61

受取配当金 25 22

受取ロイヤリティー 4 4

為替差益 2 5

その他 34 33

営業外収益合計 366 262

営業外費用

支払利息 1 1

その他 7 15

営業外費用合計 8 16

経常利益 5,257 6,371
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

特別利益

固定資産売却益 ※４
 2 －

取引契約終了一時金 800 －

残余財産分配金 103 －

特別利益合計 906 －

特別損失

固定資産除却損 ※３
 29

※３
 30

ゴルフ会員権評価損 12 －

減損損失 ※５
 83 －

特別損失合計 125 30

税引前当期純利益 6,038 6,340

法人税、住民税及び事業税 1,719 2,843

法人税等調整額 842 △144

法人税等合計 2,561 2,698

当期純利益 3,476 3,642
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【製造原価明細書】

　

　 　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ　原材料費 　 2,89146.2 2,95646.5

Ⅱ　労務費 　 1,12017.9 1,12317.6

Ⅲ　経費 　 2,24935.9 2,28335.9

このうち(減価償却費)　 (875)(14.0) (910)(14.3)

　　　　(支払加工料) 　 (528)(8.4) (469)(7.4)

　　当期総製造費用 　 6,261100.0 6,363100.0

　　期首仕掛品たな卸高 　 561　 482　

合計 　 6,822　 6,845　

　　期末仕掛品たな卸高 　 482　 314　

　　他勘定振替高 (注)２ 78　 54　

　　当期製品製造原価 　 6,261　 6,476　

(注) １　原価計算方法は、総合原価計算による実際原価計算であります。

２　他勘定振替高は、販売費及び一般管理費等への振替であります。

　

【不動産賃貸原価明細書】

　

　 　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　減価償却費 　 38 43

Ⅱ　租税公課 　 22 23

Ⅲ　その他の経費 　 10 11

　　　合計 　 72 79
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 5,190 5,190

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,190 5,190

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 6,416 6,416

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 6,416 6,416

資本剰余金合計

前期末残高 6,416 6,416

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 6,416 6,416

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 1,297 1,297

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,297 1,297

その他利益剰余金

特別償却準備金

前期末残高 10 8

当期変動額

特別償却準備金の取崩 △1 △1

当期変動額合計 △1 △1

当期末残高 8 7

別途積立金

前期末残高 54,230 56,230

当期変動額

別途積立金の積立 2,000 2,400

当期変動額合計 2,000 2,400

当期末残高 56,230 58,630
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

繰越利益剰余金

前期末残高 3,000 3,573

当期変動額

特別償却準備金の取崩 1 1

別途積立金の積立 △2,000 △2,400

剰余金の配当 △905 △1,103

当期純利益 3,476 3,642

当期変動額合計 572 140

当期末残高 3,573 3,713

利益剰余金合計

前期末残高 58,538 61,110

当期変動額

特別償却準備金の取崩 － －

別途積立金の積立 － －

剰余金の配当 △905 △1,103

当期純利益 3,476 3,642

当期変動額合計 2,571 2,538

当期末残高 61,110 63,648

自己株式

前期末残高 △852 △854

当期変動額

自己株式の取得 △2 △1

当期変動額合計 △2 △1

当期末残高 △854 △855

株主資本合計

前期末残高 69,292 71,861

当期変動額

剰余金の配当 △905 △1,103

当期純利益 3,476 3,642

自己株式の取得 △2 △1

当期変動額合計 2,569 2,537

当期末残高 71,861 74,398
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 466 172

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△293 70

当期変動額合計 △293 70

当期末残高 172 243

評価・換算差額等合計

前期末残高 466 172

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△293 70

当期変動額合計 △293 70

当期末残高 172 243

純資産合計

前期末残高 69,759 72,034

当期変動額

剰余金の配当 △905 △1,103

当期純利益 3,476 3,642

自己株式の取得 △2 △1

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △293 70

当期変動額合計 2,275 2,607

当期末残高 72,034 74,641
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④【キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 6,038 6,340

減価償却費 1,417 1,409

減損損失 83 －

受取利息及び受取配当金 △324 △219

支払利息 1 1

残余財産分配金 △103 －

固定資産除売却損益（△は益） 26 31

ゴルフ会員権評価損 12 －

売上債権の増減額（△は増加） 835 △1,949

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,326 △362

仕入債務の増減額（△は減少） △309 △371

未払金の増減額（△は減少） △209 262

その他 △567 1,110

小計 5,574 6,252

利息及び配当金の受取額 330 206

利息の支払額 △1 △1

法人税等の支払額 △2,642 △1,459

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,260 4,998

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △13,500

定期預金の払戻による収入 50 7,500

有価証券の取得による支出 △996 △3,992

有価証券の売却及び償還による収入 893 1,693

有形固定資産の取得による支出 △952 △1,067

有形固定資産の売却による収入 494 2

無形固定資産の取得による支出 △88 △216

投資有価証券の取得による支出 △299 △814

投資有価証券の売却及び償還による収入 1,003 4

残余財産の分配による収入 126 －

その他 △3 △6

投資活動によるキャッシュ・フロー 228 △10,396

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △2 △1

配当金の支払額 △905 △1,103

リース債務の返済による支出 △82 △77

財務活動によるキャッシュ・フロー △990 △1,182

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,497 △6,580

現金及び現金同等物の期首残高 39,489 41,987

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 41,987

※1
 35,406
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【重要な会計方針】

　
第117期

(自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日)

第118期

(自　平成21年４月１日

至　平成22年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

１　有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 満期保有目的の債券

同左

(2) 子会社株式

移動平均法による原価法

(2) 子会社株式

同左

(3) その他有価証券

　　　時価のあるもの……期末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）

(3) その他有価証券

時価のあるもの……同左

時価のないもの……移動平均法による原価法　 時価のないもの……同左

２　たな卸資産の評価基準及び評価方法

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

２　たな卸資産の評価基準及び評価方法

同左

３　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法(ただし、平成10年４月１日以降新規取得

の建物(建物附属設備を除く)については定額法)

を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 15～50年

機械及び装置 ８年

工具、器具及び備品 ２～15年

（追加情報）

機械及び装置については、従来、７年を耐用年数

としておりましたが、平成20年度税制改正を契機と

して経済耐用年数を見直した結果、当事業年度より

８年に変更しております。

なお、この変更により、当事業年度の営業利益、経

常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ49百万円

増加しております。

３　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法(ただし、平成10年４月１日以降新規取得

の建物(建物附属設備を除く)については定額法)

を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 15～50年

機械及び装置 ８年

工具、器具及び備品 ２～15年

 

　

EDINET提出書類

鳥居薬品株式会社(E00934)

有価証券報告書

44/85



　 第117期

(自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日)

第118期

(自　平成21年４月１日

至　平成22年３月31日)

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採

用しております。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

同左

 

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法を採用しております。

（会計方針の変更）

所有権移転外ファイナンス・リース取引につい

ては、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっておりましたが、当事業年度より、「リー

ス取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号

（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、

平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協

会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））

を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法を採用しております。

 

(4) 長期前払費用……均等償却 (4) 長期前払費用……同左

４　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。

４　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

同左

５　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。

５　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

従業員及び執行役員（取締役である執行役員を

除く）への賞与支給に備えるため、支給見込額に

基づき計上しております。

(2) 賞与引当金

同左

(3) 役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えて、当事業年度における

支給見込額に基づき、当事業年度負担額を計上し

ております。

(3) 役員賞与引当金

同左

(4) 返品調整引当金

事業年度末日後に予想される返品による損失に

備えて、製品・商品の返品見込額に対する売買利

益相当額を計上しております。

(4) 返品調整引当金

同左
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　 第117期

(自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日)

第118期

(自　平成21年４月１日

至　平成22年３月31日)

(5) 退職給付引当金

従業員（取締役でない執行役員を含む）の退職

給付に備えるため、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年

度末において発生していると認められる額を計上

しております。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による

定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理しております。

過去勤務債務については、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）に

より費用処理しております。

(5) 退職給付引当金

従業員（取締役でない執行役員を含む）の退職

給付に備えるため、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年

度末において発生していると認められる額を計上

しております。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による

定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理しております。

過去勤務債務については、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）に

より費用処理しております。

（会計方針の変更）

当事業年度より、「退職給付に係る会計基準」

の一部改正（その３）(企業会計基準第19号 平成

20年７月31日）を適用しております。なお、この変

更による影響はありません。

６　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期投資からなって

おります。

６　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
同左

７　その他財務諸表作成のための重要な事項 ７　その他財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の処理

消費税及び地方消費税の処理は、税抜方式に

よっております。

消費税等の処理

同左

　

　

【表示方法の変更】

　
第117期

(自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日)

第118期

(自　平成21年４月１日

至　平成22年３月31日)

（損益計算書）

前事業年度において区分掲記しておりました「返品調

整引当金戻入額」（当事業年度3百万円）及び「返品調

整引当金繰入額」（当事業年度3百万円）は、金額的重要

性に乏しいため、当事業年度より「売上原価」に含めて

表示しております。

────────
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

　
第117期

(平成21年３月31日)

第118期

(平成22年３月31日)

※１　「キャッシュ・マネージメント・システム預託

金」は、ＪＴグループにおいて国内グループ会社

を対象としたキャッシュ・マネージメント・シス

テムを統括している㈱ジェイティ財務サービスへ

の資金の預託であります。

なお、キャッシュ・マネージメント・システムの

統括会社は、平成21年４月に㈱ジェイティ財務サー

ビスから日本たばこ産業㈱に変更されております。

※１　「キャッシュ・マネージメント・システム預託

金」は、ＪＴグループにおいて国内グループ会社

を対象としたキャッシュ・マネージメント・シス

テムを統括している日本たばこ産業㈱への資金の

預託であります。

※２　関係会社に対するものは、次のとおりであります。

買掛金 1,235百万円

※２　関係会社に対するものは、次のとおりであります。

キャッシュ・マネージメント
・システム預託金

30,735百万円

買掛金 1,468百万円
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(損益計算書関係)

　
第117期

(自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日)

第118期

(自　平成21年４月１日

　至　平成22年３月31日)

※１　他勘定振替高は、販売費及び一般管理費等への振

替等であります。

※１　他勘定振替高は、販売費及び一般管理費等への振

替等であります。

※２　研究開発費の総額 1,191百万円
　

※２　研究開発費の総額 1,613百万円
　

※３　このうち主なものは次のとおりであります。

建物 5百万円

機械及び装置 17百万円

工具、器具及び備品 6百万円

※３　このうち主なものは次のとおりであります。

建物 18百万円

機械及び装置 8百万円

工具、器具及び備品 3百万円

※４　固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

土地 2百万円

────────

　 　

※５　減損損失 

当社は、継続してキャッシュ・フローの把握が可

能な最小の単位で事業用資産をグルーピングして

おり、賃貸資産及び販売権については個々の資産を

単位としてグルーピングしております。

当事業年度において、当社は以下のとおり減損損

失を計上いたしました。

医薬品事業における導入品の販売権について、当

該品目の売上低迷により収益性が低下しているた

め、販売権の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失（83百万円）として特別損

失に計上いたしました。なお、回収可能価額は使用

価値により測定しており、将来キャッシュフローを

５％で割り引いて算定しております。

また、販売権は「長期前払費用」に含めて表示し

ております。

────────

────────

 

 
 

 
 

 

 

 

 
 

 
 

※６　関係会社に対するものは、次のとおりであります。

受取利息 105百万円
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(株主資本等変動計算書関係)

第117期(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(千株) 28,800 ― ― 28,800

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(千株) 495 1 ― 496

　
（変動事由の概要）

普通株式の自己株式の株式数の増加 1千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
　
３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　
４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成20年６月20日

定時株主総会
普通株式 481百万円 17.00円平成20年３月31日 平成20年６月23日

平成20年10月30日

取締役会
普通株式 424百万円 15.00円平成20年９月30日 平成20年12月８日

　
(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり

配当額
基準日 効力発生日

平成21年６月19日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 594百万円 21.00円平成21年３月31日 平成21年６月22日
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第118期(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(千株) 28,800 ― ― 28,800

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(千株) 496 0 ─ 497

　
（変動事由の概要）

普通株式の自己株式の株式数の増加 0千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
　
３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　
４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成21年６月19日

定時株主総会
普通株式 594百万円 21.00円平成21年３月31日 平成21年６月22日

平成21年10月29日

取締役会
普通株式 509百万円 18.00円平成21年９月30日 平成21年12月４日

　
(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

平成22年６月22日開催予定の定時株主総会において、以下のとおり決議を予定しております。

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり

配当額
基準日 効力発生日

平成22年６月22日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 622百万円 22.00円平成22年３月31日 平成22年６月23日
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

　
第117期

(自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日)

第118期

(自　平成21年４月１日

至　平成22年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の事業年度末残高と貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 4,650百万円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 ―

取得日から３ヵ月以内に償還期限の
到来する短期投資(有価証券)

2,993百万円

キャッシュ・マネージメント
・システム預託金

34,342百万円

現金及び現金同等物 41,987百万円

※１　現金及び現金同等物の事業年度末残高と貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 12,171百万円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △7,500百万円

取得日から３ヵ月以内に償還期限の
到来する短期投資(有価証券)

─

キャッシュ・マネージメント
・システム預託金

30,735百万円

現金及び現金同等物 35,406百万円
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(リース取引関係)

　
第117期

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

第118期
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１　ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1) リース資産の内容

① 有形固定資産

１　ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1) リース資産の内容

① 有形固定資産

事務機器等（工具、器具及び備品）であります。

② 無形固定資産

ソフトウエアであります。

(2) リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「３　固定資産の減価償却の方

法」に記載のとおりであります。

２　オペレーティング・リース取引

該当事項はありません。

同左

 

② 無形固定資産

同左

(2) リース資産の減価償却の方法

同左

 

２　オペレーティング・リース取引

同左
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(金融商品関係)

　

第118期（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１　金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社は、新たな事業投資に備え、余資については主に流動性・安全性を重視した金融商品で運用を

行っております。

なお、デリバティブ取引は、行っておりません。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関し

ては、当社の与信管理規定に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先

の信用状況を半期ごとに把握する体制をとっております。

有価証券及び投資有価証券は、主に、余資運用のため保有する債券等及び業務上の関係を有する企

業の株式であり、債券・株式等発行体の信用リスク、並びに市場価格の変動リスクに晒されておりま

す。

営業債務である買掛金並びに未払金は、ほとんどが１年以内の支払期日であります。また、その一

部には外貨建のものがあり、為替の変動リスクに晒されております。

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額の他、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。

　

２　金融商品の時価等に関する事項

平成22年３月31日（当事業年度の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に

ついては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表

に含まれておりません（（注２）を参照下さい。）。

(単位：百万円）

区分 貸借対照表計上額 時価 差額

(1)　現金及び預金 12,171 12,171 ─

(2)　キャッシュ・マネージメント
　　・システム預託金

30,735 30,735 ─

(3)　売掛金 16,422 16,422 ─

(4)　有価証券及び投資有価証券 　 　 　

　　　①満期保有目的の債券 300 300 0

　　　②その他有価証券 7,163 7,163 ─

資産計 66,792 66,792 0

(1)　買掛金 3,776 3,776 ─

(2)　未払金 1,785 1,785 ─

(3)　未払法人税等 1,973 1,973 ─

負債計 7,536 7,536 ─
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（注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券取引に関する事項

　

資　産

(1) 現金及び預金、(2) キャッシュ・マネージメント・システム預託金並びに(3) 売掛金

これらはすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって

おります。

　

(4) 有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券等は取引所の価格又は取引金融機

関から提示された価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項について

は、（有価証券関係）注記を参照下さい。

　

負　債

(1) 買掛金、(2) 未払金並びに(3) 未払法人税等

これらはすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって

おります。

　

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
(単位：百万円）

区分 貸借対照表計上額

非上場株式 110

子会社株式 10

これらについては、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積もるには過大なコストを要す

ると見込まれます。したがって、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、(4) 有価

証券及び投資有価証券には含めておりません。

　

（注３）金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額
(単位：百万円）

区分 １年以内 １年超５年以内５年超10年以内 10年超

(1)　現金及び預金 12,171 － － －

(2)　キャッシュ・マネージメント
　　・システム預託金

30,735 － － －

(3)　売掛金 16,422 － － －

(4)　有価証券及び投資有価証券 　 　 　 　

　　　①満期保有目的の債券 　 　 　 　

・国債・地方債等 300 ─ ─ ─

　　　②その他有価証券のうち満期があるもの 　 　 　 　

・国債・地方債等 400 1,640 ─ ─

・社債 ─ 301 ─ ─

・その他 3,997 ─ ─ ─

合計 64,026 1,942 ─ ─

　

(追加情報)

当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年３月10日）及び

「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 平成20年３月10日）

を適用しております。
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(有価証券関係)

　第117期

　

１　売買目的有価証券（平成21年３月31日）

該当事項はありません。

　

　
２　満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成21年３月31日）

(単位：百万円）

区分 貸借対照表計上額 時価 差額

時価が貸借対照表計上額を超えるもの 　 　 　

　(1) 国債・地方債等 600 600 0

　(2) 社債 － － －

　(3) その他 － － －

小計 600 600 0

時価が貸借対照表計上額を超えないもの 　 　 　

　(1) 国債・地方債等 － － －

　(2) 社債 － － －

　(3) その他 － － －

小計 － － －

合計 600 600 0

　

３　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの（平成21年３月31日）

該当事項はありません。

　

４　その他有価証券で時価のあるもの（平成21年３月31日）

(単位：百万円）

区分 取得原価 貸借対照表計上額 差額

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの 　 　 　

　(1) 株式 358 636 278

　(2) 債券 　 　 　

　　　　国債・地方債等 1,596 1,622 26

　　　　社債 996 998 2

　　　　その他 － － －

　(3) その他 － － －

小計 2,950 3,257 306

貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの 　 　 　

　(1) 株式 6 5 △0

　(2) 債券 　 　 　

　　　　国債・地方債等 － － －

　　　　社債 299 297 △1

　　　　その他 － － －

　(3) その他 84 70 △13

小計 390 374 △16

合計 3,341 3,632 290
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５　当事業年度中に売却した満期保有目的の債券（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

該当事項はありません。

　

６　当事業年度中に売却したその他有価証券（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

該当事項はありません。

　

７　時価評価されていない有価証券（平成21年３月31日）

(1)子会社株式

(単位：百万円）

区分 貸借対照表計上額

子会社株式 10

合計 10

　

(2)その他有価証券

(単位：百万円）

内容 貸借対照表計上額

①　コマーシャル・ペーパー 2,993

②　非上場株式 112

合計 3,105

　

８　その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の決算日後における償還予定額（平

成21年３月31日）

(単位：百万円）

区分 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

(1)債券 　 　 　 　

国債・地方債等 700 1,522 － －

社債 998 297 － －

その他 2,993 － － －

(2)その他 － － － －

合計 4,692 1,820 － －
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　第118期

　

　
１　売買目的有価証券（平成22年３月31日）

該当事項はありません。

　

２　満期保有目的の債券（平成22年３月31日）

(単位：百万円）

区分 貸借対照表計上額 時価 差額

時価が貸借対照表計上額を超えるもの 　 　 　

　(1) 国債・地方債等 300 300 0

　(2) 社債 ─ ─ ─

　(3) その他 ─ ─ ─

小計 300 300 0

時価が貸借対照表計上額を超えないもの 　 　 　

　(1) 国債・地方債等 ─ ─ ─

　(2) 社債 ─ ─ ─

　(3) その他 ─ ─ ─

小計 ─ ─ ─

合計 300 300 0

　

３　子会社株式及び関連会社株式（平成22年３月31日）

子会社株式（貸借対照表計上額10百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と

認められることから、記載しておりません。

　

４　その他有価証券（平成22年３月31日）

(単位：百万円）

区分 貸借対照表計上額 取得原価 差額

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの 　 　 　

　(1) 株式 750 359 391

　(2) 債券 　 　 　

　　　　国債・地方債等 2,040 2,010 30

　　　　社債 301 299 2

　　　　その他 2,998 2,998 0

　(3) その他 ─ ─ ─

小計 6,092 5,667 424

貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの 　 　 　

　(1) 株式 5 6 △ 1

　(2) 債券 　 　 　

　　　　国債・地方債等 ─ ─ ─

　　　　社債 ─ ─ ─

　　　　その他 998 998 △ 0

　(3) その他 67 79 △ 12

小計 1,071 1,085 △ 14

合計 7,163 6,753 410

（注）非上場株式（貸借対照表計上額110百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認

められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

　

５　当事業年度中に売却した満期保有目的の債券（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）
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該当事項はありません。

　

６　当事業年度中に売却したその他有価証券（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

該当事項はありません。
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(デリバティブ取引関係)

第117期（自　平成20年４月１日  至　平成21年３月31日）

１　取引の状況に関する事項

当社は、デリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。

　

２　取引の時価等に関する事項

当社は、デリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。

　

第118期（平成22年３月31日）

１　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

該当事項はありません。

　

２　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

該当事項はありません。
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(退職給付関係)

第117期

１　採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として適格退職年金制度を設けておりましたが、平成20年10月に確定給

付年金制度へ移行しております。また、当社は複数事業主制度の東京薬業厚生年金基金(総合型)に加

入しており、要拠出額は退職給付費用として処理しております。

なお、従業員の退職に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされ

ない割増退職金を支払う場合があります。

要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次のとおりでありま

す。

(1) 制度全体の積立状況に関する事項（平成20年３月31日現在）

年金資産の額 415,832百万円

年金財政計算上の給付債務の額 497,473百万円

差引額 △ 81,640百万円
　 　 　

(2) 制度全体に占める当社の掛金拠出割合（平成21年３月31日現在）

　 1.2％

(3) 補足説明

上記(1)の差引額の主な要因は、未償却過去勤務債務残高57,689百万円及び繰越不足金76,103百

万円から別途積立金52,152百万円を控除した額であります。この繰越不足金については、別途積立

金を取崩して充当することが決定しております。なお、未償却過去勤務債務残高の内訳は特別掛金

収入現価であり、償却方法は元利均等方式、事業主負担掛金率15.5‰、償却残余期間は平成20年３

月31日現在で10年10ヶ月であります。

　

２　退職給付債務に関する事項(平成21年３月31日)

イ　退職給付債務 △ 7,878百万円

ロ　年金資産 4,653百万円

ハ　未積立退職給付債務(イ＋ロ) △ 3,225百万円

ニ　未認識数理計算上の差異 2,517百万円

ホ　退職給付引当金(ハ＋ニ) △ 707百万円

　

３　退職給付費用に関する事項(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

イ　勤務費用 274百万円

ロ　利息費用 174百万円

ハ　期待運用収益 △ 117百万円

ニ　数理計算上の差異の費用処理額 150百万円

ヘ　退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ) 481百万円

（注）上記の他、退職給付費用として、東京薬業厚生年金基金への拠出額203百万円、転身援助制度による早期

退職者への特別加算金15百万円を計上しております。
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４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ　割引率 1.5％　

ハ　期待運用収益率 2.0％　

ニ　過去勤務債務の処理年数 5年　

ホ　数理計算上の差異の処理年数 10年　

（注）期首時点の計算において適用した割引率は2.5％でありましたが、期末時点において割引率の再検討を

行った結果、割引率の変動が退職給付債務の額に重要な影響を及ぼすと判断し、割引率を1.5％に変更

して退職給付債務を再計算しております。
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第118期

１　採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として確定給付年金制度を設けております。また、当社は複数事業主制

度の東京薬業厚生年金基金(総合型)に加入しており、要拠出額は退職給付費用として処理しており

ます。

なお、従業員の退職に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされ

ない割増退職金を支払う場合があります。

要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次のとおりでありま

す。

(1) 制度全体の積立状況に関する事項（平成21年３月31日現在）

年金資産の額 325,177百万円

年金財政計算上の給付債務の額 502,794百万円

差引額 △177,616百万円
　 　 　

(2) 制度全体に占める当社の掛金拠出割合（平成22年３月31日現在）

　 1.3％

(3) 補足説明

上記(1)の差引額の主な要因は、未償却過去勤務債務残高53,210百万円と当年度不足金100，455

百万円、前年度からの繰越不足金23,950百万円の合計額であります。なお、平成21年度から適用す

る財政運営の弾力化措置「厚生労働省年金局長通知　平成21年８月６日　年発0806第１号」を平成

20年度に準用した場合、上記不足金のうち、61,005百万円分については「最低責任準備金調整控除

額」として控除されることになります。また、未償却過去勤務債務残高の内訳は特別掛金収入現価

であり、償却方法は元利均等方式、事業主負担掛金率15.5‰、償却残余期間は平成21年３月31日現

在で９年10ヶ月であります。

　

２　退職給付債務に関する事項(平成22年３月31日)

イ　退職給付債務 △ 7,440百万円

ロ　年金資産 5,084百万円

ハ　未積立退職給付債務(イ＋ロ) △ 2,355百万円

ニ　未認識数理計算上の差異 1,526百万円

ホ　退職給付引当金(ハ＋ニ) △ 828百万円

　

３　退職給付費用に関する事項(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

イ　勤務費用 327百万円

ロ　利息費用 118百万円

ハ　期待運用収益 △ 93百万円

ニ　数理計算上の差異の費用処理額 367百万円

ヘ　退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ) 720百万円

（注）上記の他、退職給付費用として、東京薬業厚生年金基金への拠出額212百万円、転身援助制度による早期

退職者への特別加算金28百万円を計上しております。
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４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ　割引率 1.5％　

ハ　期待運用収益率 2.0％　

ニ　過去勤務債務の額の処理年数 5年　

ホ　数理計算上の差異の処理年数 10年　
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(ストック・オプション等関係)

第117期(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

該当事項はありません。

　

第118期(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

　
第117期

（平成21年３月31日）
第118期

（平成22年３月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　(繰延税金資産) 　

　　 繰延資産償却超過額 550百万円

　　 賞与引当金 457百万円

　　 退職給付引当金 289百万円

　　 ゴルフ会員権評価損 107百万円

　　 未払費用 75百万円

　　 未払事業税等 53百万円

　　 長期未払金 27百万円

　　 投資有価証券評価損 13百万円

　　 貸倒引当金 13百万円

　　 その他 26百万円

　　 繰延税金資産合計 1,614百万円

　 　

　(繰延税金負債) 　

　　 その他有価証券評価差額金 △ 117百万円

　　 特別償却準備金 △ 3百万円

　　 繰延税金負債合計 △ 121百万円

　　 繰延税金資産の純額 1,493百万円
 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　(繰延税金資産) 　

　　 賞与引当金 453百万円

　　 繰延資産償却超過額 444百万円

　　 退職給付引当金 339百万円

　　 未払事業税等 165百万円

　　 ゴルフ会員権評価損 107百万円

　　 前払金 86百万円

　　 未払費用 82百万円

　　 その他 80百万円

　　 繰延税金資産合計 1,758百万円

　
　
　
　

　

　(繰延税金負債) 　

　　 その他有価証券評価差額金 △ 166百万円

　　 特別償却準備金 △ 2百万円

　　 繰延税金負債合計 △ 169百万円

　　 繰延税金資産の純額 1,588百万円
 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　法定実効税率 40.5％

　　(調整) 　
　　 交際費等永久に損金に
　　 算入されない項目

4.7％

　　 受取配当金等永久に益金に
　　 算入されない項目

△ 0.5％

　　 住民税均等割等 0.6％

　　 法人税額の特別控除額 △ 1.7％

　　 その他 △ 1.2％

　税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.4％
 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　法定実効税率 40.7％

　　(調整) 　
　　 交際費等永久に損金に
　　 算入されない項目

4.7％

　　 受取配当金等永久に益金に
　　 算入されない項目

△ 0.1％

　　 住民税均等割 0.5％

　　 法人税額の特別控除額 △ 3.0％

　　 その他 △ 0.2％

　税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.6％
 

──────── ３　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延

税金負債の金額の修正

「地方法人特別税等に関する暫定措置法」（平成
20年法律第25号）が平成20年10月１日に施行された
ことにより、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算
に使用する法定実効税率を前事業年度40.5％から
40.7％に変更しております。なお、この変更による影
響は軽微であります。
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(賃貸等不動産関係)

第118期(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

当社では、東京都その他の地域において、当社で使用するオフィスビル（土地を含む。）や賃貸商

業施設（土地及び借地を含む。）を所有しております。なお、当社で使用するオフィスビルの一部は

賃貸用オフィスとして使用しており、当該部分を賃貸等不動産に含めております。

平成22年３月31日（当事業年度の決算日）における賃貸等不動産の貸借対照表計上額、当事業年

度増減額及び時価は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

用　途
貸借対照表計上額

当事業年度末の時価
前事業年度末残高 当事業年度増減額 当事業年度末残高

オフィスビル 586 △ 87 499 2,714

商業施設 400 △ 8 391 1,134

合　計 987 △ 96 890 3,848

（注１） 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

（注２） 当事業年度末の時価は、主要な賃貸等不動産については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書等に基

づく金額、その他の重要性が乏しいものについては、一定の評価額や適切に市場価額を反映していると考えら

れる指標に基づく金額であります。

　

また、賃貸等不動産に関する当事業年度における損益は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

用　途
損益計算書における金額

賃貸収益 賃貸費用 差額 その他損益

オフィスビル 197 51 145 △ 6

商業施設 84 27 57 ─

合　計 282 79 203 △ 6

（注１） 賃貸収益及び賃貸費用は、賃貸収益とこれに対応する費用（減価償却費、租税公課、業務委託費等）であり、そ

れぞれ「売上高」及び「売上原価」に計上しております。

（注２） その他損益は除却損であり、「固定資産除却損」に計上しております。

　

（追加情報）

　当事業年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号 平成20年

11月28日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第23号 平成20年11月28日）を適用しております。
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(持分法損益等)

第117期(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

該当事項はありません。

　

第118期(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

第117期(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

（追加情報）

当事業年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号 平成18年10月17日）及

び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針 第13号 平成18年10月17

日）を適用しております。

なお、これによる開示対象の変更はありません。

　

１　関連当事者との取引

財務諸表提出会社と関連当事者との取引

(1) 財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等の場合に限る。)等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

親会社
日本たばこ産

業㈱

東京都 

港区
100,000

たばこ事業

医薬事業 

食品事業

被所有

直接

54.5％

医薬品

の仕入

医薬品 

の仕入
3,644買掛金 1,235

(注) １ 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等

医薬品の仕入は、品目毎に売買契約を締結し、適正な価格、取引条件により行っております。

　

(2) 財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

重要な取引に該当する取引がないため記載しておりません。

　

(3) 財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

同一の

親会社

を持つ

会社

㈱ジェイティ

財務サービス

東京都 

大田区
160リース事業 ― 資金の預託 資金の預託 34,342

キャッシュ

・マネージ

メント・シ

ステム預託

金

34,342

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

預託金利については、市場金利に連動した利率を適用しております。

　

(4) 財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る。)等

該当事項はありません。

　

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

日本たばこ産業㈱

（東京証券取引所、大阪証券取引所、名古屋証券取引所、札幌証券取引所、福岡証券取引所に上場）

　

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。
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第118期(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

１　関連当事者との取引

財務諸表提出会社と関連当事者との取引

(1) 財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等の場合に限る。)等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

親会社
日本たばこ産

業㈱

東京都 

港区
100,000

たばこ事業

医薬事業 

食品事業

被所有

直接

54.5％

医薬品の仕入

資金の預託

医薬品 

の仕入
4,949買掛金 1,468

資金の預託 30,735

キャッシュ

・マネージ

メント・シ

ステム預託

金

30,735

(注) １ 医薬品の仕入に係る取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等

(1)医薬品の仕入については、品目毎に売買契約を締結し、適正な価格、取引条件により行っております。

(2)資金の預託については、市場金利に連動した利率を適用しております。

　

(2) 財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

重要な取引に該当する取引がないため記載しておりません。

　

(3) 財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

重要な取引に該当する取引がないため記載しておりません。

　

(4) 財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る。)等

該当事項はありません。

　

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

日本たばこ産業㈱

（東京証券取引所、大阪証券取引所、名古屋証券取引所、札幌証券取引所、福岡証券取引所に上場）

　

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　
第117期

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

第118期
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 2,545円10銭
　

１株当たり純資産額 2,637円30銭
　

１株当たり当期純利益 122円84銭
　

１株当たり当期純利益 128円69銭
　

なお、潜在株式が存在しないため、潜在株式調整後１株当

たり当期純利益については記載しておりません。

なお、潜在株式が存在しないため、潜在株式調整後１株当

たり当期純利益については記載しておりません。

(注)　１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
第117期

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

第118期
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当期純利益（百万円） 3,476 3,642

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ─

普通株式に係る当期純利益（百万円） 3,476 3,642

普通株式の期中平均株式数（千株） 28,304 28,302

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額

(百万円)

投資有価証券
その他

有価証券

㈱スズケン  97,062 319

㈱メディパルホールディングス 221,746 245

アルフレッサホールディングス㈱ 28,989 116

富田薬品㈱ 50,000 75

㈱静岡カフェイン工業所 50,000 35

㈱バイタルケーエスケー・ホールディングス 44,058 26

㈱ほくやく・竹山ホールディングス 19,368 12

東邦ホールディングス㈱ 10,000 12

常盤薬品㈱ 32,000 8

㈱Ｔ＆Ｄホールディングス 2,500 5

その他（４銘柄） 11,931 8

小計 567,654 866

計 567,654 866

　

【債券】

　

銘柄
券面総額

（百万円）

貸借対照表計上額

(百万円)

有価証券

満期保有

目的の債

券

第47回　利付国債（５年） 300 300

小計 300 300

その他

有価証券

野村證券　コマーシャルペーパー 4,000 3,997

第48回　利付国債（５年） 400 400

小計 4,400 4,397
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銘柄
券面総額

（百万円）

貸借対照表計上額

(百万円)

投資有価証券
その他

有価証券

第72回　利付国債（５年） 400 415

第64回　利付国債（５年） 400 411

第83回　利付国債（５年） 400 407

第233回　利付国債（10年） 400 406

トヨタモータークレジットコーポレーション社

債
300 301

小計 1,900 1,942

計 6,600 6,639

　

【その他】

　

種類及び銘柄
投資口数等

（百万口）

貸借対照表計上額

(百万円)

投資有価証券
その他

有価証券

（証券投資信託受益権） 　 　

国際投信投資顧問　ユーロランド・ソブリン・

インカム
100 67

小計 ― 67

計 ― 67
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は

償却累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

建物 10,701 347 325 10,7227,243 325 3,479

構築物 307 1 ─ 309 262 7 47

機械及び装置 6,544 709 386 6,868 5,136 561 1,731

車両運搬具 78 ─ 14 63 60 1 3

工具、器具及び備品 2,065 176 128 2,113 1,827 193 285

土地 702 ─ ─ 702 ─ ─ 702

リース資産 209 ─ 6 202 151 77 51

建設仮勘定 74 ─ 74 ─ ─ ─ ─

有形固定資産計 20,6831,235 935 20,98214,6811,166 6,300

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

借地権 69 ─ ─ 69 ─ ─ 69

ソフトウェア 2,552 192 71 2,673 2,154 241 519

ソフトウェア仮勘定 ─ 47 ─ 47 ─ ─ 47

電話加入権 34 ─ ─ 34 ─ ─ 34

その他 9 ─ ─ 9 4 0 5

無形固定資産計 2,665 240 71 2,834 2,158 242 676

長期前払費用 5,259 33 42 5,250 1,513 653 3,736

(注) 　当期増加額の主な内訳は次のとおりであります。

建物 本社 ビル設備 209百万円

　 佐倉工場 製造施設 116百万円

機械及び装置 佐倉工場 製造設備 708百万円

工具、器具及び備品 佐倉工場 備品 67百万円

ソフトウェア 基幹系システム 109百万円
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【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

金利の負担を伴う負債（社債を除く。）の金額が、負債及び純資産の合計額の100分の１以下で

あるため、財務諸表等規則第125条の規定により記載を省略しております。

　

　

EDINET提出書類

鳥居薬品株式会社(E00934)

有価証券報告書

74/85



【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 32 ─ 0 ─ 31

賞与引当金 1,128 1,113 1,128 ─ 1,113

役員賞与引当金 31 37 31 ─ 37

返品調整引当金 3 3 ─ 3 3

(注) 返品調整引当金の当期減少額「その他」欄は、洗替によるものであります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

流動資産

イ　現金及び預金

区分 金額(百万円)

現金 2

預金 　

当座預金 1,666

普通預金 2

定期預金 10,500

計 12,168

合計 12,171

　

ロ　キャッシュ・マネージメント・システム預託金

区分 金額(百万円)

キャッシュ・マネージメント・システム預託金 30,735

合計 30,735

(注)　内容については、貸借対照表関係注記※１に記載しております。

　
　

ハ　売掛金

相手先は全国の医薬品卸売業者等であり、売掛金の滞留期間および回収率は次のとおりでありま

す。

(イ)相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

アルフレッサ㈱ 3,721

㈱スズケン 3,719

㈱メディセオ 3,571

東邦薬品㈱ 1,989

㈱ケーエスケー 425

その他 2,994

合計 16,422

　

(ロ)売掛金の発生および回収並びに滞留状況

期首残高(百万円)
 
(Ａ)

当期発生高(百万
円)
 
(Ｂ)

当期回収高(百万
円)
 
(Ｃ)

当期末残高(百万
円)
 
(Ｄ)

回収率(％)
 
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(月)
 

（Ｄ）÷
（Ｂ）
１２

14,465 44,231 42,275 16,422 72.0 4.46

(注)　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には、消費税等が含まれております。
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ニ　たな卸資産

区分 金額(百万円) 内容

商品 2,710 医薬品他

製品 1,398 医薬品他

仕掛品 314 医薬品他

原材料 983 原料、容器包装資材他

貯蔵品 185 製剤見本他

合計 5,592 ―

　

②　負債の部

流動負債

イ　買掛金

(イ)相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

日本たばこ産業㈱ 1,468

東レ㈱ 751

東亜新薬㈱ 645

帝國製薬㈱ 127

㈱静岡カフェイン工業所 123

その他 660

合計 3,776
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(3) 【その他】

①　決算日後の状況

特記事項はありません。

　

②　訴訟

特記事項はありません。

　

③　当事業年度における各四半期会計期間に係る売上高等

　 　

第１四半期
（自平成21年４
月１日　至平成21
年６月30日）

第２四半期
（自平成21年７
月１日　至平成21
年９月30日）

第３四半期
（自平成21年10
月１日　至平成21
年12月31日）

第４四半期
（自平成22年１
月１日　至平成22
年３月31日）

売上高 （百万円） 10,748 10,720 11,604 9,342

税引前四半期純利益金額 （百万円） 1,769 1,820 2,247 502

四半期純利益金額 （百万円） 997 1,048 1,272 323

１株当たり
四半期純利益金額

（円） 35.25 37.05 44.95 11.44
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り 　

　　取扱場所 東京都港区芝三丁目33番１号　中央三井信託銀行株式会社　本店

　　株主名簿管理人 東京都港区芝三丁目33番１号　中央三井信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取手数料 次の算式により１単元当たりの金額を算定し、これを買取った単元未満株式の数で按
分した金額。
(算式)　東京証券取引所における最終価格に１単元の株式数を乗じた合計金額のうち

100万円以下の金額につき 1.150％
100万円を超え500万円以下の金額につき0.900％
500万円を超え1,000万円以下の金額につき0.700％
1,000万円を超え3,000万円以下の金額につき0.575％
3,000万円を超え5,000万円以下の金額につき0.375％
(円未満の端数を生じた場合には切り捨てる。)
ただし、１単元当たりの算定金額が2,500円に満たない
場合には、2,500円とする。

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典 なし

（注）当会社の単元未満株式を有する株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使す

ることができない。

１．会社法第189条第２項各号に掲げる権利

２．会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

３．株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

　1　有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度
（第117期）

自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日

平成21年６月19日

関東財務局長に提出

　

　2　内部統制報告書及びその添付書類

事業年度
（第117期）

自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日

平成21年６月19日

関東財務局長に提出

　

　3　四半期報告書及び確認書

第118期第１四半期
自　平成21年４月１日

至　平成21年６月30日

平成21年７月31日

関東財務局長に提出

第118期第２四半期
自　平成21年７月１日

至　平成21年９月30日

平成21年11月９日

関東財務局長に提出

第118期第３四半期
自　平成21年10月１日 

至　平成21年12月31日

平成22年２月５日

関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　

平成21年６月19日

鳥居薬品株式会社

取　締　役　会　御中

　

監査法人　トーマツ 　

　

指 定 社 員
業務執行社員

　 公認会計士　　飯　　野　　健　　一　　㊞

　

指 定 社 員
業務執行社員

　 公認会計士　　中　　島　　達　　弥　　㊞

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている鳥居薬品株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第117期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表

について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸

表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積もりの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果

として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、鳥居薬品株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、鳥居薬品株式会社

の平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用

並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告

書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全に

は防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、鳥居薬品株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示

した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価

の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

　２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　

平成22年６月８日

鳥居薬品株式会社

取　締　役　会　御中

　

有限責任監査法人　トーマツ 　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　飯　　野　　健　　一　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　中　　島　　達　　弥　　㊞

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている鳥居薬品株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第118期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表

について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸

表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積もりの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果

として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、鳥居薬品株式会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、鳥居薬品株式会社

の平成22年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用

並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告

書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全に

は防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、鳥居薬品株式会社が平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示

した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価

の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

　２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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